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令和２年８月 

目黒区教育委員会 



 

点検・評価報告書の作成にあたって 

 

 

 

本報告書は、効果的な教育行政の推進と説明責任を果たすため、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律の規定に基づき、令和元年度の事務の管理及び

執行状況について点検及び評価を行ったものです。 

目黒区教育委員会は、今後も区民の一人ひとりが生涯にわたって学習ができ、

伝統と文化への理解を深め、健康で充実した人生を送ることができるように、

「豊かな人間性をはぐくむ、文化の香り高いまち」の実現を図ってまいります。 

 

 

令和２年８月 

 

                  目黒区教育委員会教育長 

                          関根 義孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第１項の規定により教育長に委任さ

れた事務その他教育長の権限に属する事務(同条第４項の規定により事務局職員等に委任された

事務を含む。)を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する

報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用を図るものとする。 
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第１ 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の規定に基づ

き、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を行う

こととされています。本区では、目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点

検及び評価の実施方針（平成２０年１１月２７日目黒区教育委員会決定）に基づき実施しています。 

 

１ 目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針 

平成２０年１１月２７日 目黒区教育委員会決定 

（平成２９年４月３日 一部改正） 

１ 目的  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６条の

規定に基づき、目黒区教育委員会（以下「委員会」という。）が自らの権限に属する事

務の管理及び執行の状況の点検及び評価を実施することにより、効果的な教育行政の一

層の推進を図るとともに、区民への説明責任を果たし、区民に信頼される教育行政を推

進する。 

２ 点検及び評価の定義 

点検及び評価は、以下の内容をもって定義づける。 

（１）点検 個々の施策及び事業のこれまでの取組み状況や成果について、とりまとめる

ことをいう。 

（２）評価 個々の施策及び事業についての点検を踏まえ、課題を検討するとともに、今

後の取組みの方向性を示すことをいう。 

３ 点検及び評価の対象 

点検及び評価の対象は、毎年度策定する「教育行政運営方針に基づく重点課題」とす

る。 

４ 点検及び評価の実施 

（１）点検及び評価は、前年度の「教育行政運営方針に基づく重点課題」の進捗状況を総

括するとともに、課題や今後の取組みの方向性を示すものとし、毎年１回実施する。 

（２）点検及び評価にあたっては、教育に関し学識経験を有する者の知見を活用する。 

（３）委員会において点検及び評価を行った後、その結果を取りまとめた報告書を作成す

る。 

５ 議会への報告 

目黒区議会第三回定例会までに区議会議長あて報告書を提出する。 

６ 区民への公表 

  区民への公表は、区議会報告後、区報、ホームページその他の方法により行う。 

７ その他 

  その他、本制度の実施に関し必要な事項は、教育長が定める。 

 

２ 実施方針４の（２）に規定する学識経験を有する者 

氏 名 所   属 

小野 ヒサ子 元東京都公立小学校校長 

柳瀬  泰 玉川大学教師教育リサーチセンター教授 
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第２ 目黒区教育委員会の活動について 

１ 教育委員会の組織 

教育委員会は、区立の幼稚園・小学校・中学校、図書館などの教育機関の設置、管理及び社会

教育その他の教育事務を執行する地方行政機関で、区長が区議会の同意を得て任命した教育長と

４人の委員で構成されています。教育長の任期は３年、委員の任期は４年で、再任も認められて

います。 

                              （令和２年３月３１日現在） 

職名 氏名 任期 

教育長 関 根 義 孝 令 和 元 年１０月１日から令和４年９月３０日まで 

教育長職務代行者 櫻 井 道 雄 平成２９年１０月 1日から令和３年９月３０日まで 

委員 後 藤 幸 子 平成２８年１０月１日から令和２年９月３０日まで 

委員 笹 尾 敦 夫 平成３０年１２月１日から令和４年１１月３０日まで 

委員 松 村 眞 理 子 令 和 元 年１２月９日から令和５年１２月８日まで 

 

 

２ 教育委員会の会議 

   教育行政の基本的な方針の決定や諸問題の解決等の重要案件を処理するために、毎週火曜日に

教育委員会定例会を開催するとともに、特に緊急案件を処理するために、教育委員会臨時会を開

催し、付議された事案を審議したほか、諸事項についての意見・情報の交換、業務報告を受け、

教育行政の適正な運営に努めました。 

 

  ○定例会・臨時会の開催回数と議案付議件数  

会議種別 開催回数 付議件数 議案内訳別件数 

定例会 ４６ ５２ 規則関係 １６    区議会議案意見聴取関係 １５ 

人事関係 ６      財産関係 ０ 

諮問関係 ５      その他  １１ 臨時会 ２ １ 

計 ４８ ５３ 
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定例会・臨時会の審議・報告内容  

会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 1回 

臨時会 

4 月 1日 

議案 10 

 

幹部職員の任命について 

 

 

第 13 回 

定例会 

4 月 2日 

報告 

報告 

報告 

平成 31 年度における学校の空間放射線量及び学校給食放射性物質の測定について（案） 

平成 30 年度構造体耐久性調査・評価の結果について 

平成 30・31 年度青少年委員の委嘱について 

第 14 回 

定例会 

4 月 9日 

報告 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年度教育施策説明会（前期）の開催について 

令和元年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（平成 30 年度分）の実

施について 

めぐろ学校教育プランの進捗状況（平成 30 年度分）について 

平成 31 年度自然宿泊体験教室及び学校独自宿泊事業の実施について 

平成 31 年度学校評議員の委嘱について 

目黒区生涯学習推進基本構想及び目黒区生涯学習実施推進計画の改定時期等について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 15 回 

定例会 

4 月 16 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小・中学校教科用図書の採択について 

春季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

教職員の服務事故について 

区立学校等の合理的配慮に関する法律相談の平成 30 年度実施状況及び平成 31 年度実施予定について 

第 16 回 

定例会 

4 月 23 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年度教育施策説明会（前期）の説明項目について（案） 

平成 31 年度児童生徒数・学級数について 

令和 2年度使用目黒区立小・中学校教科用図書採択のスケジュール等について 

平成 31 年度研究指定校等の状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 17 回 

定例会 

5 月 14 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区立学校教科用図書調査研究委員会委員の委嘱について 

令和元年度目黒区教職員等の配置状況について 

大型連休明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

目黒区めぐろ歴史資料館の臨時休館について 

第 18 回 

定例会 

5 月 21 日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区文化財保護審議会委員の委嘱について 

平成 30 年度目黒区立学校卒業生の進路状況について 

令和元年度目黒区・東城区・中浪区との三区間交流事業について 

平成 30 年度目黒区立学校におけるいじめの状況について 

平成 30 年度目黒区めぐろ歴史資料館等の利用状況について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 19 回 

定例会 

5 月 28 日 

議案 11 

報告 

報告 

報告 

目黒区文化財保護審議会委員の委嘱について 

教育委員会事務局各課の主要課題について 

平成 30 年度目黒区立学校における不登校の状況について 

インフルエンザによる学級閉鎖の状況について 

第 20 回 

定例会 

6 月 4日 

報告 

報告 

報告 

令和元年度児童生徒数・学級数について 

平成 30 年度目黒区立学校における体罰等の実態把握調査の結果について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 21 回 

定例会 

6 月 11 日 

協議 

協議 

報告 

報告 

目黒区立社会教育館条例施行規則等の一部改正について 

目黒区立緑ケ丘小学校等の屋内プールの使用に関する条例施行規則の一部改正について 

令和元年第 2回区議会定例会一般質問通告について 

平成 30 年度放課後フリークラブの実施結果について 

第 22 回 

定例会 

6 月 18 日 

議案 12 

議案 13 

協議 

 

報告 

報告 

目黒区立社会教育館条例施行規則等の一部を改正する規則 

目黒区立緑ケ丘小学校等の屋内プールの使用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（英語力アセスメントツールによる英語力測定に係る外

部委託） 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 23 回 

定例会 

6 月 25 日 

議案 14 

 

報告 

報告 

報告 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（英語力アセスメントツールによる英語力測定に係る外

部委託について） 

令和元年第 2回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

茶華道体験教室の実施について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 24 回 

定例会 

7 月 2日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年度教育施策説明会（前期）の実施結果について 

幼児教育・保育の無償化に伴う区立こども園の食材料費の負担について（案） 

目黒区立学校（園）における留守番電話自動応答装置の運用等について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 25 回 

定例会 

7 月 9日 

協議 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

令和元年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（平成 30 年度分）報告

書（素案）について 

英語 4技能検定試験の実施について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 26 回 

定例会 

7 月 16 日 

協議 

議案 15 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

目黒区教育委員会いじめ問題対策委員会委員の委嘱について 

令和元年度目黒区一般会計補正予算（第 1号）について 

令和元年度目黒区学力調査実施結果の概要について 

学校給食使用前食材及び自然宿泊体験教室給食食材等の放射性物質検査の結果について 

第 27 回 

定例会 

7 月 30 日 

協議 

協議 

協議 

報告 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

目黒区立幼稚園条例の一部改正について 

目黒区立こども園条例の一部改正について 

令和元年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（平成 30 年度分）報告

書（案）について 

令和 2年度隣接中学校希望入学制度の実施について 

目黒区特別支援教育推進計画改定素案（たたき台）について 

八雲中央図書館の臨時休館について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 28 回 

定例会 

8 月 9日 

協議 

議案 16 

議案 17 

協議 

 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

目黒区立幼稚園条例の一部を改正する条例の立案請求について 

目黒区立こども園条例の一部を改正する条例の立案請求について 

令和元年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（平成 30 年度分）報告

書（案）について 

令和元年度目黒区一般会計補正予算（第 1号）の内示について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 29 回 

定例会 

8 月 20 日 

協議 

協議 

協議 

協議 

議案 18 

議案 19 

議案 20 

 

議案 21 

議案 22 

議案 23 

議案 24 

議案 25 

 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

令和 2年度使用目黒区立中学校教科用図書（道徳を除く）の採択について 

令和 2年度使用目黒区立中学校教科用図書（道徳）の採択について 

令和 2年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（意見聴取） 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（意見聴取） 

目黒区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（意

見聴取） 

目黒区教育・保育に係る利用者負担額等を定める条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

令和元年度目黒区一般会計補正予算（第１号）（意見聴取） 

平成 30 年度目黒区一般会計歳入歳出決算の認定について（意見聴取） 

目黒区めぐろパーシモンホール大ホール舞台機構制御機器更新工事の請負契約（意見聴取） 

令和元年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（平成 30 年度分）につ

いて 

目黒区特別支援教育推進計画改定素案（案）について 

第 30 回 

定例会 

8 月 27 日 

 

議案 26 

議案 27 

議案 28 

議案 29 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度使用目黒区立小学校教科用図書の採択について 

令和 2年度使用目黒区立中学校教科用図書（道徳を除く）の採択について 

令和 2年度使用目黒区立中学校教科用図書（道徳）の採択について 

令和 2年度使用目黒区立学校特別支援学級教科用図書の採択について 

教育長臨時代理の報告について（会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例） 

平成 31 年度全国学力・学習状況調査結果について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 31 回 

定例会 

9 月 3日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年第 3回区議会定例会一般質問通告について 

目黒区立八ヶ岳林間学園の臨時休園について 

令和元年度夏季休業中における教育活動及び教員研修の実施状況等について 

目黒区立中学校における夏季休業中の英語教育事業実施結果について 

夏季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 32 回 

定例会 

9 月 10 日 

報告 

報告 

令和元年度教育施策説明会（後期）の開催について 

令和元年度目黒区・東城区・中浪区との三区間交流事業の実施報告について 

第 33 回 

定例会 

9月17日 

報告 

報告 

報告 

令和元年第 3回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

第 34 回 

定例会 

9月24日 

協議 

協議 

協議 

 

報告 

目黒区立幼稚園条例施行規則の一部改正について 

目黒区立こども園条例施行規則の一部改正について 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（区立小・中学校卒業証書の毛筆浄書委託に伴う個人情

報の取扱いについて） 

平成 31 年度児童・生徒体力・運動能力調査の結果について 

第 35 回 

定例会 

10月1日 

議案 30 

議案 31 

議案 32  

 

報告 

目黒区立幼稚園条例施行規則の一部を改正する規則 

目黒区立こども園条例施行規則の一部を改正する規則 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（区立小・中学校卒業証書の毛筆浄書委託に伴う個人情

報の取扱いについて） 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 36 回 

定例会 

10月8日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度区立幼稚園及びこども園の園児募集について 

令和 2年成人の日のつどいについて（案） 

目黒区立図書館の臨時休館について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

第 37 回 

定例会 

10月15日 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年第 3回区議会定例会中の決算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和元年度教育施策説明会（後期）の説明項目について（案） 

目黒区学校情報セキュリティポリシーの策定について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 38 回 

定例会 

10月29日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区文化財保護審議会への諮問について（二天王像に係る目黒区指定文化財の指定） 

令和 2年度隣接中学校希望入学制度申込結果（中間集計）について 

留守番電話自動応答装置の設置後の状況について 

第 11 回中学生「東京駅伝」大会について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 39 回 

定例会 

11月5日 

議案 33  

議案 34  

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区文化財保護審議会への諮問について（二天王像に係る目黒区指定文化財の指定） 

令和元年度前期目黒区立学校におけるいじめの状況について 

令和元年度いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議の実施について 

教職員の服務事故について 

令和元年度前期目黒区立学校における不登校の状況について 

小学校における自閉症・情緒障害特別支援学級の設置に向けた進め方について（案） 

令和元年度生涯学習フォーラムの実施について（案） 

学校給食使用前食材及び自然宿泊体験教室給食食材等の放射性物質検査の結果について 

第 40 回 

定例会 

11月12日 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度以降の学校給食用牛乳の取扱いについて 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 41 回 

定例会 

11月19日 

議案 35  

報告 

報告 

審査請求に対する裁決について 

令和元年第 4回区議会定例会一般質問通告について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 42 回 

定例会 

11月26日 

議案 36  

議案 37  

議案 38  

報告 

報告 

 

報告 

報告 

目黒区長等の給料等に関する条例等の一部を改正する条例（意見聴取） 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

令和 2年度当初予算に係る主な要求項目について 

令和 2年度目黒区立小・中学校及び幼稚園・こども園教育課程の基本方針及び教育課程編成・実施の留意事項（基

本的な考え方）について（案） 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

インフルエンザによる学級閉鎖等の状況について 

第 43 回 

定例会 

12月3日 

報告 

協議 

協議 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

幼稚園教育職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部改正について 

令和元年第 4回区議会定例会一般質問の答弁（要旨）について 

平成 31 年度東京都「児童・生徒の学力向上を図るための調査」の結果について 

「目黒区手をつなぐ親の会と教育委員会との懇談会」の実施結果について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 2回 

臨時会 

12 月 9 日 

 議席の決定について 

教育長職務代行者の指名について 

第 44 回 

定例会 

12月10日 

議案 39  

議案 40  

議案 41  

報告 

報告 

幼稚園教育職員の初任給、昇格及び昇給等に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和元年度目黒区一般会計補正予算（第 2号）について 

令和 2年度隣接中学校希望入学制度の申込結果について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年度茶華道体験教室の実施結果について 

令和元年度公立小中学校教員公募について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 45 回 

定例会 

12月17日 

報告 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

令和元年度東京都教育委員会職員表彰について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 46 回 

定例会 

12月24日 

報告 

報告 

令和 3年 4月開設の小学校内学童保育クラブ整備及び運営の取組について（案） 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 1回 

定例会 

1月7日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

教育情報セキュリティ対策基準（素案）について 

区立学校におけるいじめの発生について 

令和 2年度小学校自然宿泊体験教室について 

令和元年度いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議の実施結果について 

令和元年度小・中学校卒業式祝辞について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 2回 

定例会 

1月14日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 2年度目黒区一般会計当初予算原案について 

令和元年度教育施策説明会（後期）の実施結果について 

いじめ問題重大事態発生時対応マニュアル（案）について 

冬季休業明けの幼児・児童・生徒の欠席状況について 

令和元年度小・中学校卒業式祝辞について 

令和 2年成人の日のつどい実施結果について 

第 3回 

定例会 

1月21日 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和元年度小・中学校卒業式祝辞について 

目黒区特別支援教育推進計画（第四次）改定案（案）について 

令和 2年度めぐろシティカレッジについて 

目黒区文化財保護審議会からの答申について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 4回 

定例会 

1月28日 

報告 

議案 1 

協議 

 

協議  

 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

目黒区男女が平等に共同参画する社会づくり条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（学校徴収金管理システム導入に伴う個人情報の取扱い

について） 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（教職員出退勤管理システム導入に伴う個人情報の取扱

いについて） 

木造二天王立像の目黒区指定文化財への指定について 

令和 2年度教育行政運営方針（素案）について（案） 

令和元年度目黒区教育委員会児童生徒表彰について 

令和元年度目黒区立学校（園）における四者による学校（園）評価アンケートの実施結果等について 

令和元年度小・中学校卒業式祝辞について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 5回 

定例会 

2月4日 

議案 2 

議案 3 

議案 4 

議案 5 

 

議案 6 

 

議案 7 

議案 8 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

教育管理職の任命に関する内申について 

令和元年度目黒区一般会計補正予算（第 2号）（意見聴取） 

令和 2年度目黒区一般会計予算（意見聴取） 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（学校徴収金管理システム導入に伴う個人情報の取扱い

について） 

目黒区情報公開・個人情報保護審議会への諮問について（教職員出退勤管理システム導入に伴う個人情報の取扱

いについて） 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の立案請求について 

木造二天王立像の目黒区指定文化財への指定について 

令和 2年度教育行政運営方針（素案）について 

新型コロナウイルス感染症に係る学校の対応について 

令和 2年度以降の学校給食用牛乳の決定及び空き紙パックの処理について 

「台風接近・通過及び積雪に伴う気象警報発表時の対応について」の改定について 

令和元年度小・中学校卒業式祝辞について 

「目黒区生涯学習実施推進計画」の改定等の考え方について（案） 

令和 2年度目黒区立図書館業務委託事業者について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 6回 

定例会 

2月18日 

議案 9 

協議 

報告 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（意見聴取） 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部改正について 

令和 2年度教育行政運営方針（案）について 
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会議名 

開催日 
議事 件      名 

 

 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

令和 2年第１回区議会定例会質問通告について 

令和 2年度における放射性物質への対応について（案） 

令和 2年度区立幼稚園及びこども園の入園申込状況等について 

長期休業期間における教育活動停止日の実施について（案） 

令和 2年度社会教育館・緑が丘文化会館・青少年プラザの年間事業計画（案）について 

緑が丘図書館の天井材の落下について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 7回 

定例会 

2月25日 

 

 

報告 

議案 10 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

教育情報セキュリティ対策基準（案）について 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区特別支援教育推進計画の改定について 

令和元年度学校版めぐろグリーンアクションプログラムの表彰校について 

学校（園）における食育指針の改定について（案） 

令和元年度区主催教員等研修の実施状況及び令和 2年度実施計画（案）について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

インフルエンザ等による学級閉鎖等の状況について 

第 8回 

定例会 

3月3日 

 

議案 11 

議案 12 

報告 

報告 

報告 

目黒区公立幼稚園教育管理職の任命について 

目黒区特別支援教育推進計画の改定について 

令和 2年第 1回区議会定例会代表質問・一般質問の答弁（要旨）について 

令和 2年度児童生徒数・学級数の推計について 

新型コロナウイルス対策に係る区立学校の対応について 

第 9回 

定例会 

3月10日 

協議 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

会計年度任用講師の任用等に関する規則について 

令和 2年度以降の児童生徒数・学級数の推計等について 

よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケートの試行実施結果について 

新型コロナウイルス感染拡大防止のための目黒区立八ヶ岳林間学園の臨時休園について 

めぐろ学校サポートセンターにおける業務について（新型コロナウイルス感染拡大防止対応） 

区職員派遣制度及び国内交流事業の取扱いについて（新型コロナウイルス感染拡大防止対応） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のための目黒区立図書館における対応について 

教育委員会名義の使用承認状況について 

学校給食使用前食材等の放射性物質検査の結果について 

第 10 回 

定例会 

3月17日 

報告 

議案 13 

報告 

報告 

区立学校におけるいじめの発生について 

会計年度任用講師の任用等に関する規則 

令和 2年度学校経営方針のプレゼンテーションについて（案） 

臨時休業期間における児童・生徒の学校施設の利用について（新型コロナウイルス感染拡大防止対応） 

第 11 回 

定例会 

3月24日 

 

 

協議 

協議  

協議 

協議 

協議  

協議 

協議 

報告 

報告 

報告 

労働者災害補償保険法の適用を受ける職員の公務災害等に伴う休業補償等の支給に関する規則の廃止について 

目黒区立学校の管理運営に関する規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部改正について 

幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に関する規則の一部改正について 

目黒区立図書館処務規則の一部改正について 

めぐろ学校教育プランの進捗状況（令和元年度分）について 

英語 4技能検定試験結果の概要について 

春季休業期間及び令和 2年度当初の区立小・中学校の教育活動等について（新型コロナウイルス感染拡大防止対

応） 

第 12 回 

定例会 

3月31日 

 

議案 14 

議案 15 

議案 16 

議案 17 

議案 18 

議案 19 

議案 20 

議案 21 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

報告 

目黒区教育委員会事務従事幹部職員の異動について 

労働者災害補償保険法の適用を受ける職員の公務災害等に伴う休業補償等の支給に関する規則を廃止する規則 

目黒区立学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に関する規則の一部を改正する規則 

目黒区立図書館処務規則の一部を改正する規則 

令和 2年第 1回区議会定例会中の予算特別委員会での教育委員会に係る質問の答弁（要旨）について 

令和 2年度における学校の空間放射線量及び学校給食放射性物質の測定について（案） 

令和 3年 4月開設の小学校内学童保育クラブの追加整備等について 

令和 2年度の区立小・中学校の教育活動等について（新型コロナウイルス感染拡大防止対応） 

令和 2年度第三者評価の実施について（案） 

区立学校等の合理的配慮に関する法律相談の令和元年度実施状況及び令和 2年度実施予定について 

令和 2年度めぐろ歴史資料館の企画展について（案） 
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第３ 平成３１（令和元）年度教育行政運営方針重点課題の点検及び評価について 

   重点課題に対応した個々の実施策について、教育委員会各課が作成した点検・評価票に基づき、

学識経験者とヒアリングを行った上で、点検・評価結果としてまとめました。 

次ページ以降、重点課題ごとに令和元年度の取組状況、点検・評価結果、今後の方向性等を記

述するとともに、点検・評価結果について次の基準により３段階で示しています。 

１ 点検・評価の基準 

   点検・評価の基準は次のとおりとする。 

Ａ：実施策の進捗が計画どおりできており、一定の成果が得られた。 

Ｂ：実施策の進捗がおおむね計画どおりできているが、更に取組の強化が必要である。 

Ｃ：実施策の進捗が計画どおりできておらず、改善の余地がある。 

２ 点検・評価結果の総括表 

 
 

Ａ＝ Ｂ＝ Ｃ＝

番号 中項目

15 6 0 21
１－１ 学力の向上・個別指導の充実 1 2 0 3

１－２ 外国語活動・外国語教育の充実 2 0 0 2

１－３ ICＴ機器を活用した指導の充実 1 0 0 1

１－４ 人権教育・道徳教育の充実 3 0 0 3

１－５ 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 0 1 0 1

１－６ いじめの防止等の取組の推進 2 0 0 2

１－７ 不登校等への対応の取組の推進 0 2 0 2

１－８ 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 1 0 0 1

１－９ 体験学習の実施 1 0 0 1

１－１０ 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 2 0 0 2

１－１１ 食育の推進 2 0 0 2

１－１２ オリンピック・パラリンピック教育の推進 0 1 0 1

10 5 0 15
２－１ 教員の資質・能力の育成 2 0 0 2

２－２ 特別支援教育の推進 2 3 0 5

２－３ 小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の強化 2 0 0 2

２－４ 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 1 0 0 1

２－５ 部活動の充実 1 0 0 1

２－６ 学校施設の活用による放課後事業の充実 0 1 0 1

２－７ 学校における働き方改革の推進 2 1 0 3

7 1 1 9

３－１
家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と

安全体制の確保
2 0 0 2

３－２ 防災教育の推進 0 1 0 1

３－３ 校舎の改築等の推進 1 0 0 1

３－４ 学習・生活環境の改善 2 0 0 2

３－５ 学校のICT環境整備 2 0 0 2

３－６ 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 0 0 1 1

2 4 0 6
４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 2 0 0 2

４－２ 青少年健全育成事業の実施 0 1 0 1

４－３ 家庭教育の支援 0 1 0 1

４－４ 図書館サービスの充実 0 2 0 2

34 16 1 51

実施策の進捗が

計画どおりできて

おり、一定の成果

が得られた。

実施策の進捗が

おおむね計画ど

おりできているが、

更に取組の強化

が必要である。

実施策の進捗が

計画どおりできて

おらず、改善の余

地がある。

計

１　子どもの「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

２　学校の教育活動を支える条件整備の充実

３　子どもの安全・安心の確保と学校環境の整備

４　生涯学習の推進

　　　　総　　計

重点課題名
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重点課題 1 子どもの「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 

【施策の方向性】 

１ 学力の向上・個別指導の充実 

児童・生徒一人ひとりが、「学ぶことの喜び」、「学ぶことの楽しさ」を実感できる、新学習指導要領で示された「主体的・対話的で

深い学びの実現」に向け、区独自の学力調査を活用して児童・生徒の実態を把握し、指導内容や指導方法の工夫・改善に取り組む。 

また、区独自の学習指導講師や学習指導員等を活用し、個に応じた学習指導の充実を図る。 

２ 外国語活動・外国語教育の充実 

小学校から中学校の連携した外国語教育に向けて、「目黒区外国語教育モデルカリキュラム」に基づく授業を実践するとともに、外

国語指導員（ＡＬＴ）を活用した英語によるコミュニケーション能力の向上を図る。さらに、中学校においては、夏季休業中に、英語によ

るコミュニケーションの機会を充実させて、英語学習への意欲を高める。また、小学校から系統的に推進してきた英語教育について、

生徒の英語への関心・意欲・態度や英語4技能（聞く・読む・話す・書く）の状況を把握し、指導内容の工夫や生徒の学習の振り返りに

つなげる。 

３ ICＴ機器を活用した指導の充実 

情報や情報手段を主体的に選択し活用していくために必要な情報活用能力や急速に進化する ICT などの技術を使いこなす科学

的素養を育んでいくことが重要であることから、習得・活用・探究という学習過程の中で、ICT を効果的に活用した指導を行うとともに、

プログラミング教育の円滑な導入に取り組む。 

４ 人権教育・道徳教育の充実 

差別や偏見、いじめをなくすために、児童・生徒が人権についての正しい知識と態度を身に付けられるよう、教員の人権意識の更

なる向上を図る。さらに、教育活動全体を通した幼児・児童・生徒の発達段階に即した人権教育の実践に取り組むとともに、目黒区人

権教育推進校（仮称）を活用した研修内容の充実を図る。 

また、小学校は平成３０年度、中学校は平成３１年度から実施する「特別の教科 道徳」は、「考え、議論する」授業により児童・生

徒の道徳性の涵養に一層努める。 
5 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

学校は児童虐待防止法に基づき、虐待防止に向けた対策を確実に実施する必要があることから、「児童虐待防止マニュアル」を踏

まえた児童虐待の早期発見・早期対応を推進する。 

また、一人ひとりの教職員が児童虐待への適切な対応が行えるよう、研修の充実を図るとともに、関係機関との連携を強化する。 

６ いじめの防止等の取組の推進 

いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であるが、同時に重大な人権侵害であるという認識のもと、「目黒区いじめ防止対策推進

条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、いじめを許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を総合的・効果的に推進する。 

各学校では「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの状況把握を的確に行い、校内の取組体制を充実し、より一層の組織的

な対応を図る。 

７ 不登校等への対応の取組の推進 

学業の不振による不登校の未然防止のための学習支援を実施する。また、不登校等の児童・生徒に対しては、学習支援教室「めぐ

ろエミール」への通級に向けた支援を行う。 

さらに、全校（園）に派遣しているスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを効果的に活用し、学校における教育相談機

能の充実を図る。 
８ 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 

狂言、邦楽、茶華道等の体験的な学習プログラムなどの日本固有の伝統・文化に触れる活動を通して、伝統や文化に対する理解

を深め、豊かな人間性と国際社会における日本人としての自覚をはぐくむ。 

また、児童・生徒が外国人と積極的に交流し、国や文化の違いなど国際理解を深め、共に生きる態度をはぐくむ。 

９ 体験学習の実施 

自然や地域の特性を生かした活動内容を充実させ、自然や生命を尊重する心や他人への思いやりのある心をはぐくむとともに、自

立の精神、社会性・協調性や規範意識を醸成する教育活動を推進する。 

１０ 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 

児童・生徒が生涯にわたって心身ともに健康・安全で活力ある生活を営むことができるよう、東京都児童・生徒の体力・運動能力、

生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）の結果等を踏まえ、「めぐろ子どもスポーツ健康手帳」等の活用を通して、児童・生徒

の体力向上や生活・運動習慣の改善に向けた取組を進める。 

１1 食育の推進 

「学校における食育指針」に基づき、食に関する知識と望ましい食習慣を身に付けるための指導を実践する。 

学校給食においては、特別給食の回数を増やし、食を通した国際理解と日本の食文化の伝承を図る。また、食物アレルギーに関

する教職員の研修や緊急時に備えた訓練の実施など学校における安全対策の徹底に引き続き取り組む。 
１２ オリンピック・パラリンピック教育の推進 

全都的な取り組みも踏まえ、スポーツによる心身の調和的発達、オリンピック・パラリンピックの役割の理解、障害者理解の促進、ボ

ランティア活動や伝統・文化に関する教育、国際理解教育などを進め、オリンピック・パラリンピック教育を推進する。 
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重点課題 1の点検・評価結果 

重点課題名 

Ａ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ており、一定の

成果が得られ

た。 

Ｂ＝ 

実施策の進捗が

おおむね計画ど

おりできている

が、更に取組の強

化が必要である。 

Ｃ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ておらず、改善

の余地がある。 

計 

子どもの「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 １５ ６ ０ ２１ 

１－１ 学力の向上・個別指導の充実 １ ２ ０ ３ 

１－２ 外国語活動・外国語教育の充実 ２ ０ ０ ２ 

１－３ ICＴ機器を活用した指導の充実 １ ０ ０ １ 

１－４ 人権教育・道徳教育の充実 ３ ０ ０ ３ 

１－５ 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 ０ １ ０ １ 

１－６ いじめの防止等の取組の推進 ２ ０ ０ ２ 

１－７ 不登校等への対応の取組の推進 ０ ２ ０ ２ 

１－８ 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 １ ０ ０ １ 

１－９ 体験学習の実施 １ ０ ０ １ 

１－10 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 ２ ０ ０ ２ 

１－11 食育の推進 ２ ０ ０ ２ 

１－12 オリンピック・パラリンピック教育の推進 ０ １ ０ １ 

 

重点課題１の各実施策の点検・評価結果 

1－1 学力の向上・個別指導の充実 

1-1-1 区独自の学力調査の実施・活用 

児童・生徒の学力向上のため、区独自の学力調査を実施し、学力の定着状況を把握・分析する。また、各学校では学

力調査結果をもとに学習集団を意識した授業づくりに向け、区作成の授業改善の手引書を用いて「授業改善プラン」を作

成し、指導方法の工夫・改善を図る。 

連番号 

１ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

区独自の学力調査を実施した。 

学力調査の結果を返却後、「目黒区授

業改善の手引き」を踏まえ、各学校が「授

業改善プラン」を作成した。 

学力向上検討委員会では、目黒区授業

改善の手引き～評価・評定編～」を改定

した。 

＜区学力調査実施状況＞ 

■実施日 

４月１６日（火） 

■調査内容と実施教科 

［共通］ 

教科の学習に関する調査、意識調査 

［小学校］ 

第２・３学年（国語・算数） 

第４・５学年（国語・算数・理科） 

第６学年（国語・社会・算数・理科） 

［中学校］ 

第１学年（国語、社会、数学、理科） 

第２・３学年（国語・社会・数学・理

科・英語） 

小・中学校ともに、全教科で平均正

答率が目標値を上回っており、学習指

導要領の内容がおおむね身に付いてい

ることが確認された。 

３０年度現状（値）と比較し小学校

が２.２％上がった。中学校では０.７

％下がった。 

小学校の教科別では、「理科」にお

いて、目標値を大きく上回る児童が少

なかった。また、中学校の「理科」と

「社会」の平均正答率が他教科と比べ

て低いことから、中間層の学力を引き

上げていくよう、授業中の学習活動の

充実が課題となる。 

令和元年度の学力向上検討委員会で

改定した「目黒区授業改善の手引き～

評価・評定編～」の配布・活用を図っ

ていく。 

児童・生徒の理科の基礎学力の定着

を図るため、理科教育推進事業におい

て、授業公開を含む教員研修を実施し、

区学力調査で課題とされる内容に触れ

ながら、理科の授業作りの基本につい

て周知していく。 

令和２年度の区学力調査の実施に当

たっては、新型コロナウイルス感染症

の蔓延防止のため臨時休業期間が延長

されたことから、一斉実施とせず、各

学校で実施日を設定し、児童・生徒の

前年度未履修の学習を行った後に実施

する。 
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1-1-2 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

学校教育における質の高い学びを実現し、子どもたちにこれからの時代に必要となる資質・能力をはぐくむため、「主体

的・対話的で深い学び」の視点に基づく授業改善に向けた教員への研修を実施する。 

連番号 

２ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

授業研究訪問型研修である教育指導課

訪問を実施した。全対象校において「主

体的・対話的で深い学びの実現に向けた

授業改善」をねらいにし、指導主事から

指導・助言を行った。 

教育課程委員会にワーキングループを

つくり、各教科･領域の指導資料を作成し

た。 

＜授業研究訪問型研修（教育指導課訪問）

実施状況＞ 

■令和元年度対象校 こども園１園 

小学校８校 

          中学校３校 

教育指導課訪問では、公開授業後、

少人数グループで協議し、「主体的・

対話的で深い学びの実現に向けた授業

改善」について話し合うことができた。 

新学習指導要領の全面実施に向け、

各教科・領域の指導資料が作成できた。 

小学校から順次全面実施される学習

指導要領において、より実践的な研修

等が実施できるように、主体的・対話

的で深い学びの実現に向けた授業改善

をするとともに、教科書や学習内容を

より活用できるような指導方法につい

ての研修を深める必要がある。 

平成３０年度から作成に着手し、作

成・配布した資料を活用し、新しい評

価の観点に準拠した授業を行うよう各

学校に指導・助言していく。 

1-1-3 カリキュラム・マネジメントの推進 

学校の教育目標の実現に向けて、教育課程（カリキュラム）の編成・実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを確立し、計画

的・組織的に推進する。小学校については、午前５時間制の実施校を段階的に拡大していくなど、学校における学びや

生活の質を高めるためのカリキュラム・マネジメントの工夫・改善を図る。 

連番号 

３ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

令和元年度から令和４年度までの４年

間、小学校１５校が文部科学省の研究開

発学校の指定を受けた。各教科等におけ

る資質・能力を確実に育成するために、

午前５時間制を継続するとともに、学校

教育法施行規則第５１条の規定によら

ず、一単位時間を４０分とした教育課程

において、「教育内容のカリキュラム・

マネジメントの実現」、「『主体的・対

話的で深い学び』の視点からの授業改善」

を図る。 

＜推進状況＞ 

■研究開発学校運営指導委員会（年２回） 

■研究開発学校運営連絡会（年４回） 

■研究開発学校推進委員会（年６回） 

■研究開発学校ワーキンググループ（年

３回＋ワーキンググループごと随時） 

研究開発学校運営指導委員会、研究

開発学校運営連絡会、研究開発学校推

進委員会、研究開発学校ワーキンググ

ループを設置し、一単位時間を４０分

とし、創意工夫ある教育課程、各教科

等の指導方法、適切な授業時数の在り

方について研究を進めることができ

た。 

令和２年度は一単位時間を４０分と

した教育課程を実施する中で、生み出

した５分×１,０１５コマを、児童の学

びや生活の質の向上を図るための時間

として編成した教育課程をもって研究

開発学校の独自性を明確にすることが

求められている。 

「目黒区研究開発学校グランドデザ

イン」及び「学校グランドデザイン」、

「単元マネジメント・４０分授業づく

りのポイント」を作成する。 

一単位時間を４０分とした教育課程

における「教育内容のカリキュラム・

マネジメントの実現」、「『主体的・

対話的で深い学び』の視点からの授業

改善」について、研究発表会や研修等

を通して、研究開発学校１５校の教員

の指導力の向上を図る。 

 

1－２ 外国語活動・外国語教育の充実 

1-2-1 イングリッシュ・デイ・キャンプ、イングリッシュキャンプの実施 

中学校の生徒に対して、英語によるコミュニケーション能力、英語・異文化理解に対する興味・関心の向上を図るよう、

夏季休業中に、体験型英語学習施設「TOKYO GLOBAL GATEWAY」を活用したイングリッシュ・デイ・キャンプを実施する。 

大鳥中学校は、イングリッシュキャンプを実施する。 

連番号 

４ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

＜イングリッシュキャンプ＞ 

オリンピックをテーマにした班ごとの

プレゼンテーション、清泉寮へのネイチ

ャーハイク、キャンプファイヤー、ナイ

トハイク等の体験を実施した。 

 

イングリッシュキャンプは、６～７

名の小集団に一人のＡＬＴを配置して

活動を行ったため、生徒一人ひとりの

英語を話す機会を十分にとることがで

きたとともに、４日間のプログラムを

通して、積極的に英語を話そうとする

令和２年度は、新型コロナウイルス

感染症蔓延防止のため臨時休業期間が

延長されたことから、各校の授業日数

の確保に重点を置くためイングリッシ

ュキャンプ、中学生の日帰り体験型英

語学習事業は中止する。 
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■参加者 大鳥中学校第２学年生徒 

５０名 

＜日帰り体験型英語学習事業＞ 

イングリッシュスピーカーが案内役

（エージェント）となり、グループで話

し合いながらニュース番組を作ったり、

東京の魅力を紹介したりするプログラム

を行った。 

■参加者 中学校生徒（大鳥中除く） 

１６７名 

     〔内訳〕第１学年３２名 

第２学年１３５名 

意欲や自分の考えなどを英語で伝える

力が向上した。 

 日帰り体験型英語学習事業は、生徒

６名程度の小集団に一人のイングリッ

シュスピーカーがついて活動を行った

ため、生徒一人ひとりの英語を話す機

会をとることができたとともに、様々

な体験型のプログラムを通して、積極

的に英語を話そうとする意欲や英語に

対する興味・関心が向上した。 

新たに小学校第６学年を対象とし

た、日帰り体験型英語学習事業を実施

する。 

 

1-2-2 英語４技能検定の実施 

英語教育の推進状況を把握し、指導内容の工夫や生徒の学習の振り返りに活用するため、中学校第２学年を対象に

した英語４技能テスト（聞く・読む・話す・書く）を実施して、生徒の英語能力の伸長状況を検証する。 

連番号 

５ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

中学校第２学年生徒を対象に英語４技

能検定を実施した。生徒の英語力の向上

や教員の授業改善に活用した。 

教員は、教師用帳票から指導の成果 

や課題、今後強化すべき点を把握する

ことができた。  

生徒は、生徒用帳票（ＳＣＯＲＥ Ｒ

ＥＰＯＲＴ）に記載されている英語４

技能のスコア及びＣＥＦＲ－Ｊ、スキ

ルＵＰアドバイスから現状を把握する

ことができた。 

引き続き、中学校第２学年生徒を対

象に英語４技能検定を実施する。 

生徒用帳票の返却方法に学校間で差

が見られたことを踏まえ、生徒用帳票

及びスキルアップワークの活用方法に

ついて検討する。 

 

１－３ ＩＣＴ機器を活用した指導の充実 

1-3 プログラミング教育の導入 

論理的な思考をはくぐむためのプログラミング教育を、全小学校第５学年で実施するとともに、平成３０年度に試行実施

した小学校４校の第６学年で試行実施する。 

また、ICT 支援員を小・中学校へ引き続き派遣する。特に、情報モラル教育及びプログラミング教育の実施にあたり、小

学校への派遣を重点的に行い教員の授業への活用能力の向上を図る。 

連番号 

６ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

全小学校の第５学年、４校（菅刈小、

中目黒小、駒場小、原町小）の第６学年

で、プログラミングソフトを用いたプロ

グラミング体験学習を総合的な学習の時

間に５時間位置づけて実施した。ＩＣＴ

支援員が中心となり実践を行った。 

授業後のアンケートでは、「プログ

ラミングを理解することができたか。」

「プログラミングを今後も続けたい

か。」などの設問に対する児童の肯定

的意見は９０％以上であった。 

第５学年算数科「多角形と円」、第

６学年理科「電気の利用」においてパ

ソコンを用いたプログラミング教育を

実施する際、全校の教員が授業を進め

ることができるよう研修を行う必要が

ある。 

引き続き、全小学校第５学年の総合

的な学習の時間においてプログラミン

グ体験学習を実施する。第６学年は、

各学校の判断において総合的な学習の

時間におけるプログラミング体験学習

を実施する。 

第５学年算数科「多角形と円」、第

６学年理科「電気の利用」で、パソコ

ンを用いたプログラミング教育を全校

で実施する。 

各学校がプログラミング教育の授業

実践ができるように、実技研修を実施

する。 
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1－４ 人権教育・道徳教育の充実 

1-4-1 教員の人権意識の啓発  

教員が人権尊重の理念を十分理解するとともに、いじめの防止や体罰の根絶、障害者理解などの様々な人権課題に

ついて、教員の人権意識を高めるための「人権教育研修」（ｅラーニングを含む）を実施し、児童・生徒に正しい人権感覚

を身に付けさせる指導ができる人材の育成を図る。 

連番号 

７ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

人権教育研修を集合型２回、eラーニン

グ１回で実施し、延べ７２６人が受講し

た。 

主幹教諭研修、若手教員育成研修、着

任研修においても人権課題についての研

修を実施した。 

＜人権教育研修＞ 

■人権教育上の課題についてのｅラーニ

ング 

■お肉の情報館見学 

■人権教育推進校発表会への参会 

ｅラーニングによる全教員悉皆研修

を実施したことで、教員が学校を離れ

ることなく資質・能力の向上を図るこ

とができた。研修報告書からは、「人

権に対して正しい知識を身に付けた上

で正しく伝えられるようにしなければ

いけない」や「子どもたちに人権につ

いて考えさせることがいかに大切なこ

とであるか理解することができた。

様々な視点から学習を進められるよう

にしたい。」等の意見が見られた。 

人権課題について正しい理解と認識

の基に幼児・児童・生徒の人権教育を

行うことができるよう人権教育プログ

ラムを活用した研修会や e ラーニング

システムによる研修を充実させ、教職

員への啓発を繰り返し行う。 

 ｅラーニングシステムや人権感覚チ

ェックシートを活用した研修をとおし

て、性的指向及び性自認に基づく困難

等の解消に向けた対応を推進する。 

1-4-2 人権教育推進校事業の実施 

学校（園）において、人権尊重の理念を定着させ、あらゆる偏見や差別の解消を目指すとともに人権教育の質的向上

を図るため、目黒区人権教育推進校（仮称）による実践等を進める。 

連番号 

８ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

駒場小、不動小を令和元年度「目黒区

人権教育推進校」に指定した。 

指定校では、各校における研究主題に

基づき、計画的に人権教育を推進した。 

令和元年度「目黒区人権教育推進校」

である駒場小、不動小は、各校におけ

る研究主題に基づき、計画的に人権教

育を推進することができた。 

目黒区人権教育推進校は、令和元年

度から開始した。今後、更に研究を進

め、令和２年度に指定２年目となる２

校（駒場小、不動小）は実践事例を各

学校に提供していく。 

令和２年度は、指定２年目となる２

校（駒場小、不動小）が、区主催の人

権研修会において、公開授業及び事例

報告会等を実施する。 

さらに、目黒区人権教育推進校を新

たに２校指定し、各年４校（園）程度

を設置していく。全学校（園）が「目

黒区人権教育推進校」の指定を受け、

自校の研究を推進するとともに、他校

の研究成果を共有するといった研修の

機会を意図的・計画的に設定すること

により、目黒区の人権教育の質的向上

を図る。 

1-4-３ 「特別の教科 道徳」の実施 

問題解決的な学習や体験的な学習を取り入れるなど指導方法を工夫し、「考える道徳」「議論する道徳」の授

業を実践する。 

連番号 

９ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

e ラーニング全教職員悉皆研修で「考え

る道徳」「議論する道徳」について考え

るとともに、道徳科の評価・評定のプロ

セスについて理解を深め、各学校では記

述による評価を行った。 

教育指導課主催の e ラーニング全教

職員悉皆研修を実施した。 

各学校で道徳の授業における記述に

よる評価を実施することができた。 

全教員悉皆の「指導方法の工夫や、

道徳科の評価･評定のプロセスについ

ての理解を深めるための研修」を行う。 

 

1－５ 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

1-5 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化 

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底するとともに、学校と子ども家庭支援センター等

との情報連携の強化を図る。 

また、教職員の児童虐待防止への意識を高め、児童虐待防止に関する各学校の取組の徹底に向けた研修の充実

を図る。 

連番号 

10 
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令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

児童虐待に関する研修を実施した。 

e ラーニング全教員悉皆研修を実施す

るなど、研修の充実を図ることができた。 

＜児童虐待に関する研修実施状況＞ 

■校(園）長研修「学校（園）における子

どもの虐待防止」 ２８名 

■第２回小学校就学前教育研修「保護者

の心情に寄り添う虐待の未然防止」「幼

児虐待における対応の実際」 ４７名 

■第１回、第３回 e ラーニング全教員悉

皆研修 延べ３，０４１名 

ｅラーニング全教員悉皆研修（第１

回、第３回）において児童虐待につい

て取り上げることで、全教員が児童虐

待についての研修を受講することがで

きた。 

子ども家庭支援センター係長を第２

回小学校就学前教育研修の講師として

招聘するとともに、生活指導主任会へ

の参加を依頼して、子ども家庭支援セ

ンターと連携を図ることができた。引

き続き、学校と子ども家庭支援センタ

ーとの情報連携を強化していく必要が

ある。 

児童虐待防止に関する全教員悉皆研

修を継続し、児童虐待防止への意識を

高めるとともに、学校の取組の充実を

図る。 

新型コロナウイルス感染症蔓延防止

のため臨時休業期間は、自宅で保護者

と過ごす時間が増加したことから、児

童虐待の早期発見・早期対応をどのよ

うに進めていくかが課題であった。学

校からの安否確認を定期的にするとと

もに、児童相談所や子ども家庭支援セ

ンター、めぐろ学校サポートセンター

のスクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカー等と連携をさらに強

化していく必要がある。 

 

1－６ いじめの防止等の取組の推進 

1-６-1 いじめの防止等の取組の充実 

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき設置した組織を活用して関係機関と連携

しながら、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見、いじめへの対処）の対策を効果的に推進していくための取

組を一層充実させる。 

また、各学校で作成した「学校いじめ防止基本方針」に沿って、計画的、組織的にいじめの状況把握を行い、保護者と

連携を図りながら、いじめの早期発見・早期解決に努めるとともに、関係機関の職員や専門家により組織する学校サポー

トチームを活用するなどして、いじめの防止等の取組体制の一層の強化を図る。 

連番号 

１１ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

「目黒区いじめ問題対策連絡協議会」「目

黒区教育委員会いじめ問題対策委員会」を

開催することで、関係機関と連携を深め、目

黒区立学校におけるいじめの状況の報告、

「いじめ問題重大事態発生時対応マニュア

ル」の検討を行うなど、いじめの防止等の取

組体制の強化を図った。 

＜区におけるいじめの防止等の組織の開催＞ 

■「目黒区いじめ問題対策連絡協議会」 

２回 

■「目黒区教育委員会いじめ問題対策委

会」 ３回  

「目黒区いじめ問題対策連絡協議

会」を開催し、区及び学校におけるい

じめの防止等のための対策の推進に関

する事項及びいじめの防止等に関係す

る機関及び団体の連携に関する事項等

について協議することができた。 

「目黒区教育委員会いじめ問題対策

委員会」を開催し、教育委員会及び区

立学校のいじめ防止等のための対策や

「いじめ問題重大事態発生時対応マニ

ュアル」について協議し、いじめ問題

等への対応の改善を図ることができ

た。 

引き続き、「目黒区いじめ問題対策

連絡協議会」を開催し、いじめの防止

等のための対策や関係機関の連携に関

する事項などについて連絡調整、協議

を行い、連携強化を図る。 

「目黒区教育委員会いじめ問題対策

委員会」を開催し、「目黒区いじめ問

題対策連絡協議会」と連携し、いじめ

の防止等の対策を実効的に行うため、

教育委員会の諮問に応じるとともに、

いじめ防止等について意見を表明する

などしていく。 

全教員に「いじめ問題重大事態発生

時対応マニュアル」を配布する。 

1-6-2 「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」の試行 

いじめや不登校の未然防止、解消のため、「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」の実施校区

を２中学校区から４中学校区に拡大して実施し、一人ひとりの様子や学級の状態を把握する。アンケート結果を

もとに、各学校で指導方針を立て、豊かな人間関係のある学級づくりを進める。 

連番号 

１２ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

学級における生活意欲や満足度、ソー

シャルスキルの状況を質問紙にて調査す

る「よりよい学校生活と友達づくりのた

めのアンケート」を５中学校区で試行実

施した。また、アセスメントを学級経営

に生かすための研修を実施した。 

＜「よりよい学校生活と友達づくりのた

めのアンケート」試行実施＞ 

■第七中学校区 

第七中学校    全学年 

約９割の教員が、実施したアンケー

トの学級集団理解シートに示された

「学級満足度尺度」の分布状況から、

現在の学級集団がどのような状態かを

把握することを通して、学級集団にお

ける課題を捉えることができた。 

また、ソーシャルスキル結果のまと

めや個人票から、教員の観察により問

題が見られない児童・生徒の中にも支

援を要している児童・生徒がいること 

令和元年度に試行実施した結果、一

定の成果が得られたことから、令和２

年度は全小・中学校で実施する。 

アンケート調査結果の共有を通し

て、学級集団の分布状況や個人票等か

ら把握した課題における効果的な対応

方法を組織的に検討・実施する。 
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碑・月光原小学校 全学年 

■第八中学校区 

第八中学校、大岡山小学校 全学年 

■第九中学校 

 第九中学校   全学年 

 向原・原町小学校 第４～第６学年 

■第十中学校区 

 第十中学校 全学年 

八雲・東根・宮前小学校 第４～第６

学年 

■第十一中学校区 

第十一中学校  全学年 

緑が丘小学校  全学年 

中根小学校   第４～第６学年 

を把握することができた。 

アンケートの実施結果から、学年間

における組織的な対応の強化、児童等

とのコミュニケーションの強化や保護

者との連携の強化等、今後強化すべき

点を明確にすることができた。 

 

 

1－７ 不登校等への対応の取組の推進 

1-７-1 不登校等の児童・生徒のための学習支援の充実 

学力の定着を図り、学業の不振による不登校の未然防止を図るため、ｅラーニングによる学習支援事業を全中学校で

実施する。 

また、不登校等の児童・生徒一人ひとりの実態に応じた学習支援を行い学習意欲の醸成を図るため、学習支援教室

「めぐろエミール」への通級に向けた支援を実施する。 

連番号 

１３ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

＜ｅラーニングによる学習支援＞ 

学校・教員への周知と活用支援のため、

年度当初から全中学校に対して学習支援

事業の周知を行うとともに、利用方法の

説明及び研修を行った。 

■全中学校のｅラーニング登録者数  

２，６４９人 

＜学習支援教室「めぐろエミール」＞ 

個別の居場所機能を重視し、事前相談、

見学、入級面談でより丁寧な対応を行っ

た。通級者は、平成３０年度末より１７

名増加した 

■通級者数  

 令和元年度末 ８９名 

中学校におけるｅラーニングシステ

ムによる学習支援事業の生徒登録率は

１００％となったが、各校での活用状

況に差が見られた 。 

めぐろエミールへの入級児童・生徒

数は過去最高の８９名に増加したが、

出席率は目標値を大きく下回り、増加

した入級児童・生徒全ての安定した通

級につなげることができなかった。 

不登校児童・生徒への支援は、今後

も取組の強化が求められている。 

中学校におけるｅラーニングの利用

実績を踏まえ、ドリル的な内容だけで

はなく、児童・生徒が意欲的に学習に

取り組める活用例を各学校に周知し、

利用者の拡充を進める。 

めぐろエミールの出席率の改善を図

るため、児童・生徒の居場所づくりを

更に充実させるとともに、めぐろ学校

サポートセンター内のスクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカー、

教育相談員及び保護者、学校、関係諸

機関との連携を一層強化する。 

1-７-2 教育相談体制の充実 

不登校の未然防止、児童・生徒の健全育成推進のため、スクールカウンセラーを全校（園）へ派遣する。 

また、スクールソーシャルワーカーを増員して３名体制とし、３中学校区ごとに１名配置することにより、関

係機関との連携の一層の強化を図り、児童・生徒の不登校等の課題解決に向けて学校や保護者等への支援にあた

る。 

連番号 

１４ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

幼稚園・こども園へのスクールカウン

セラー派遣時間を月１２時間から月１８

時間に拡充した。さらに、ペアレントト

レーニング講習会は園での開催とした。 

夏の子ども電話相談は保護者宛てにも

周知して継続実施した。また、スーパー

バイザーを派遣し、スクールソーシャル

ワーカーやスクールカウンセラー、教育

相談員がスーパーバイザーから指導・助

言を受けられるようにした。 

都費・区費のスクールカウンセラー全

員を対象とした連絡会を実施し、虐待の 

スクールカウンセラーの相談件数は

新型コロナウイルス感染症蔓延防止の

ための臨時休業期間の影響もあり、平

成３０年度より減少した。 

スクールソーシャルワーカーについ

ては、２名体制から３名体制になり、

丁寧に対応することができ、訪問等件

数が平成３０年度と比べ２３６件増加

した。関係機関と連携して児童・生徒

の再登校や進学など本人をとりまく環

境の安定・改善につながったケースも

ある。 

不登校、いじめ、児童虐待等の問題

行動の未然防止・早期発見・早期対応

のため、スクールソーシャルワーカー

をさらに１名増員し、４名体制として、

学校、関係機関とともに、さらにきめ

細かな支援を行う。 

ペアレントトレーニング講習会は継

続して園で開催する。 
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早期発見の取組を強化したほか、スクー

ルソーシャルワーカーは、子ども家庭支

援センターや児童相談所等の関係機関と

の月例会議などで連携した。 

＜スクールカウンセラー＞ 

■幼稚園・こども園、小・中学校 

延べ相談件数 ２５，１７１件 

＜スーパーバイザー＞  

■活用時間 ２０８時間 

＜スクールソーシャルワーカー＞ 

■支援対象児童・生徒数 ５３名 

■訪問等件数 １，５２２件 

＜ペアレントトレーニング講習会「子育

てほっとタイム」の実施＞ 

■開催月 ７月 

■開催回数 １回 

＜夏の子ども電話相談の開設＞ 

■開設期間 ８月２２日～２４日 

ペアレントトレーニング講習会は、

げっこうはらこども園の保護者会で実

施したことにより、多くの保護者が参

加した。 

 

 

 

1－８ 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 

1-８ 日本文化の体験事業の実施・.拡充 

伝統芸能保持者（狂言）を派遣して行うワークショップや、和楽器（琴・三味線・尺八・和太鼓等）を使った体験的な邦楽

教育プログラム、茶道及び華道の体験教室を実施し、伝統や文化に対する理解を深め、豊かな人間性と国際社会におけ

る日本人としての自覚をはぐくむ。 

連番号 

１5. 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

伝統芸能保持者（能・狂言等）を派遣

して行うワークショップや、和楽器（琴・

三味線・尺八・和太鼓等）を使った体験

的な邦楽教育プログラムを実施した。 

茶道体験教室、華道体験教室をそれぞ

れ実施した。 

＜日本文化の体験事業＞ 

■狂言ワークショップ 

全小学校第６学年で実施 

■和楽器体験ワークショップ 

小学校６校で実施 

■茶華道体験教室 

小学校６校で実施 

（茶道４校、華道４校） 

「狂言・能ワークショップ」は、内

容や実施方法について定着が図れてい

る。引き続き内容を充実させていく。 

「和楽器体験ワークショップ」は、

味わいのある音色から和楽器のよさを

感じるとともに、伝統文化の理解を深

めることができた。 

「茶華道体験教室」は、茶道、華道

への興味・関心が深まり、日本の伝統

文化のよさを大切にしていこうとする

気持ちをはぐくむことができた。また、

礼儀や作法を学ぶことでおもてなしの

心を醸成する機会となった。 

「狂言・能ワークショップ」、「和

楽器体験ワークショップ」は令和元年

度と同様に実施する。 

「茶華道体験教室」は、各校１回ま

たは２回のプログラムとしていたもの

を、各校全１回のプログラムで構成し、

実施校を拡大する。 

 

1－９ 体験学習の実施 

1-９ 自然宿泊体験教室事業の実施 

自然や生命を尊重する心や他人への思いやりのある心を育てるため、安全面を留意しつつ、自然や地域の特性を生か

した活動内容の一層の充実を図り、子どもたちの自立性、社会性の向上に努める。新たに、小学校第 6学年（２校）の自然

宿泊体験教室を金沢市で実施する。 

連番号 

１６ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

 全小・中学校で実施した。また、金沢

自然宿泊体験教室では、市内小学校との

交流活動をそれぞれ実施した。 

＜自然宿泊体験教室事業実施状況＞ 

■小学校興津自然宿泊体験教室 

  第４学年 ２１校 

第５学年 １校 

全学校が予定通り自然宿泊体験教室

を実施した。 

友好都市における自然宿泊体験教室

では、実施した各校が現地小中学校と

の交流活動を行い、事業終了後も学校

間交流を継続している。 

角田自然宿泊体験教室については、 

令和２年度は、東京２０２０大会の

影響を避けるため、小学校第６学年に

ついては宿泊数を２泊３日とした事業

計画としていたが、新型コロナウイル

ス感染症蔓延防止のため臨時休業期間

が延長されたことから、各校の授業日

数の確保に重点を置くため、全ての事 
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第６学年 １８校 

■小学校八ヶ岳自然宿泊体験教室 

 第４学年 １校 

 第５学年 ２０校 

 第６学年 ２校 

小学校特別支援学級 ４校合同 

■中学校八ヶ岳自然宿泊体験教室 

第１学年 ８校 

※中学校特別支援学級については、設置

校の自然宿泊体験教室で実施。 

■気仙沼自然宿泊体験教室 

 小学校第６学年 １校 

 中学校第１学年 １校 

■金沢自然宿泊体験教室 

 小学校第６学年 ２校 

東日本大震災の影響により八ヶ岳で代

替実施しているが、再開に向けて検討

委員会を設置した。 

業を中止した。 

交流校である気仙沼市立大島中学校

は、令和３年度に学校統合が見込まれ、

今後の交流活動のあり方について教育

指導課と連携して検討する。 

角田市についても、市内小学校の統

廃合が順次行われるため、動向を見極

めながら、角田自然宿泊体験教室の再

開に向けた検討を行う。 

 

１－１０ 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 

1-10-1 スポーツ健康手帳・リーフレットの活用 

「めぐろ子どもスポーツ健康手帳」（全児童対象）及び「健康の保持増進・体力向上のために」リーフレット（全生徒対象）

を活用した健康の保持増進や体力の向上など健康教育を推進する。さらに、内容改定に向けて「改定版めぐろ子どもスポ

ーツ健康手帳（仮称）」（全幼児・児童・生徒対象）を幼稚園・こども園及び小・中学校各 1校（園）において試行実施する。 

連番号 

17 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

体力向上推進委員会を３回開催して、

活用状況の課題を確認し、幼児・児童・

生徒の実態に応じた内容にすることを検

討・作成した「体力手帳」を３校（園）

で試行実施した。 

「めぐろ子どもスポーツ健康手帳」（全

小学生対象）及び「健康の保持増進・体

力向上のために」リーフレット（全中学

生対象）を改訂し、「めぐろ ここカラ

ダシート」を作成した。 

体力向上推進委員会を開催して「め

ぐろ ここカラダシート」の検討・作

成を行った。 

げっこうはらこども園、緑ヶ丘小学

校、第一中学校が試行実施した。 

令和２年度は、６月（体力テスト実

施期間）、１０月（東京都体力向上努

力月間）、１月をめぐろ ここカラダ

月間とし、「めぐろ ここカラダシー

ト」等を活用して、各教科等と関連付

けながら体力向上に向けた取組を行

い、さらなる体力向上を目指していく。 

1-10-2 健康課題改善に向けた事業実施 

学校健康トレーナー（６人）を全小学校へ定期的に派遣するとともに、健康課題（肥満・体力不足等）をもつ児童を対象

に「めぐろ元気あっぷ教室」を開催し、課題の改善に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員（管理栄養士）による栄養相談、小児生活習慣病専門医に

よる講演・相談事業等を行う。 

連番号 

18 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

学校健康トレーナー６名を全小学校へ

定期的に派遣し、肥満やぜん息、アレル

ギー、体力不足等の健康課題のある児童

の課題改善に向けて、運動支援や運動観

察などを行うとともに、教職員と連携し

て、相談・指導（運動プログラムや生活

改善プログラムの提供等）を実施した。 

「めぐろ元気あっぷ教室」を９コース

１３３回実施した。 

健康教育の推進に向けて積極的に教

職員との連携を図った。学校健康トレ

ーナーを平成３０年度から２名増員し

たことから、定期的な学校への派遣や

児童の状況把握によりきめ細かな対応

を図ることができた。 

また、「めぐろ元気あっぷ教室」に

おいても、保護者の高い評価を得るな

ど、児童の健康課題改善に向けて計画

を遂行することができた。 

「めぐろ元気あっぷ教室」は参加児

童数の増加に伴い、各会場のどのコー

スも安全及び適正な管理運営が困難に

なってきており、コースの増設等の対

策を検討する必要がある。 
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１－１１ 食育の推進 

1-11-1 食育の取組の充実 

「学校における食育指針」に基づき、食育の推進を図るとともに、指針に基づく食育実践事例集として平成２７年度に発

行した学校給食レシピ本の販売を促進し、家庭や地域が食に関する認識を深め、学校と連携した食育の推進に資するよう

努める。 

また、オリンピック･パラリンピック教育の観点を踏まえ、世界の料理や日本の郷土料理など食文化の伝承を図るため、小・

中学校で実施している特別給食に係る食材費の支給（公費負担）を年５回分から年７回分に拡充する。 

連番号 

19 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

「学校における食育指針」に基づき、

学校給食の食材に地元産大根の使用や金

沢市の郷土料理を取り入れた献立、地産

地消や友好都市との交流機運の醸成等、

食育推進に取り組んだ。また、前回改定

から５年が経過した「学校における食育

指針」は、国の動向等を踏まえ改定した。 

特別給食に係る食材費の支給（公費負

担）を年５回分から年７回分に拡充した。 

学校（園）が実践している食育の取組

内容の保護者等への普及・啓発を図った。 

「食育実践事例集」の活用や関係所

管との連携、また、学校給食に地元産

の大根を使用したり、献立に金沢市の

郷土料理を取り入れるなどしたりし

て、地産地消や交流機運の醸成等、「学

校における食育指針」に基づく食育推

進を図ることができた。 

令和２年３月に改定した「学校（園）

における食育指針」に基づき、学校給

食の献立の工夫や東京２０２０大会に

向けた食育の推進、さらなる栄養教諭

の活用を図るなど、各学校（園）の教

職員が連携して食育を推進する。 

1-11-2 安全・安心な学校給食の提供 

食物アレルギーをもつ児童・生徒への安全な学校給食の提供に取り組むとともに、アレルギー症状を発症した場合に

は適切かつ迅速に対応できるように、対応マニュアルの周知徹底や緊急時に備えた訓練をはじめ実践的な研修の実施

を徹底する。 

連番号 

２0 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

「学校におけるアレルギー疾患への対

応の手引」、「学校給食における除去食提

供マニュアル」及び「食物アレルギー緊急

時対応マニュアル」に基づき、学校におけ

る食物アレルギー対応を進めた。また、教

職員による校内研修の実施や東京都教育

員会等が主催する研修の受講など、実践的

な知識や対処法等の習得に努めた。 

なお、これらの手引き等は策定から年数

が経過しており、「学校給食における食物

アレルギー対応指針」(平成２７年３月文

部科学省)の内容や、学校（園）の現状が

反映されるよう見直しを進めた。 

学校において食物アレルギーに対す

るマニュアルを活用できた。 

研修等の受講により、実践的な知識

や対処法等を習得し、食物アレルギー

対応への取り組みに生かすことができ

た。 

学校、保護者、教育委員会が連携し、

学校給食における食物アレルギーへの

より安全な対応を進めることで、安全

な給食を提供するとともに、マニュア

ルの周知徹底、緊急時に備えた訓練や

実践的な研修を実施するなど、学校に

おける対策に引き続き取り組む。 

 また、日本学校保健会が発行する「学

校のアレルギー疾患に対する取組ガイ

ドライン」が令和２年３月に改訂され

た。引き続き、当区のマニュアルへの

反映、見直しを進め、学校における対

策の充実を図る。 

 

1－1２ オリンピック・パラリンピック教育の推進 

1-12 オリンピック・パラリンピック教育の推進 

幼児・児童・生徒がスポーツにより心身の調和的発達を遂げ、オリンピック・パラリンピックの歴史・意義や国際親善、障

害者理解の促進、ボランティア活動など、その果たす役割を正しく理解し、我が国と世界の国々の歴史・文化・習慣などを

学び、間接的・直接的に交流することを通して国際理解を深めるよう、年間３５時間程度を目安に全校（園）でオリンピッ

ク・パラリンピック教育を推進する。 

幼児・児童・生徒が安心・安全にオリンピック・パラリンピック競技を観戦することができるよう、検討委員会を設置し、観戦

に向けた取組や環境整備を進める。 

連番号 

２1 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

全学校（園）で、各教科等の学習活動

に位置付けて、オリンピック・パラリン

ピック教育を実施した。 

教育課程の編成に関する指導・助言を

とおして、各校における年間指導計画の

確実な作成を図った。 

全学校（園）がオリンピック・パラ

リンピック教育の年間指導計画を作成

した。また、各教科等において、小・

中学校の全学年で平均３５単位時間以

上「４×４の取組」を実施することが

できた。 

延期された東京２０２０大会観戦へ

の対応については、オリンピック・パ

ラリンピック教育推進委員会を再開し

て教育課程上の取扱い等を含め改めて

検討していく。 

また、全学校（園）でオリンピアン・ 
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検討委員会において「東京２０２０大

会における子供の競技観戦対応につい

て」を策定した。 

東京都の事業「YOKOSO」プログラム（げ

っこうはらこども園、中目黒小学校）、

「Welcome」プログラム（烏森小学校）、

「自分にチャレンジ」プログラム（ひがし

やま幼稚園、大岡山小学校、油面小学校）

を実施した。 

令和元年度のオリンピック・パラリ

ンピック教育の取組が評価され、東根

小（事業推進部門）、田道小（環境部

門）が令和２年度のアワード校に指定

された。 

オリンピアン、パラリンピアンによ

る講演・実技指導を行った学校数や世

界ともだちプロジェクトを実施した学

校数は減少した。 

パラリンピアンの講演の実施や国際理

解教育の推進を行う。 
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重点課題２ 学校の教育活動を支える条件整備の充実 

【施策の方向性】 

１ 教員の資質・能力の育成 

「教員は学校で育つ」ものであることを踏まえ、ＯＪＴを通じて日常的に学び合う校内研修の充実や、自ら課題をもって自律的、主

体的に行う研修に対する支援のための方策を講じる。これにより、教員一人ひとりが教育課題に対する理解と認識を深め、授業力

や指導力、対応力などの資質・能力を高める。また、特別支援教育の視点をもった指導・支援ができる教員を育成する。 

2 特別支援教育の推進 

小学校就学前からの教育相談としての小学校就学前ガイダンス、小・中学校の知的障害特別支援学級から特別支援学校高等部

への一貫した教育課程の研究事業に基づいた指導・支援、小・中学校のつながりをもった特別支援教室事業における指導など、

系統性、一貫性のある指導・支援を実施する。また、通常の学級において学習面・生活面で支援を必要とする児童・生徒及び医療

的ケアを必要とする児童・生徒に対して、一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握した上で適切な指導を行うとともに、支援の充実

を図る。 

3 小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の強化 

中１ギャップ等の課題解消や児童・生徒一人ひとりの能力を引き出し高めるために、「小・中連携子ども育成プラン」に基づき、小

学校と中学校間の指導方法や指導内容に一貫性を持たせ、９年間を見通した系統的・継続的な教育活動を推進する。 

また、子どもの学びの連続性を意識し、小学校就学前施設と小学校が連携した活動を進めるなど円滑な接続を図る。 

4 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 

子どもたちが健やかに成長できるよう、学校・家庭・地域の連携・協力を得て、地域の方などの外部人材を活用した教育活動を推

進する。 

5 部活動の充実 

部活動をさらに活力あるものにするため、部活動指導員・外部指導員の確保と活用を図る。さらに、「目黒区立学校に係る部活動

の方針」に基づき、適切な活動時間や休養日を設定するとともに、生徒自らの適性や興味・関心をより深く追求する指導を充実す

る。 

６ 学校施設の活用による放課後事業の充実 

児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、学校や地域と協力し、地域の人材や学校施設

の活用による放課後事業の充実を図る。さらに、目黒区版放課後子ども総合プランの実施に合わせて、新たな放課後の子どもの居

場所づくりを進め、実施可能な小学校から順次実施していく。 

7 学校における働き方改革の検討 

教職員一人ひとりが勤務時間を意識した働き方を進めるとともに、業務の適正化、副校長・教員の負担軽減を図る取組を推進す

る。 

 

重点課題２の点検・評価結果 

重点課題名 

Ａ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ており、一定の

成果が得られ

た。 

Ｂ＝ 

実施策の進捗が

おおむね計画ど

おりできている

が、更に取組の強

化が必要である。 

Ｃ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ておらず、改善

の余地がある。 

計 

学校の教育活動を支える条件整備の充実 １０ ５ ０ １５ 

２－１ 教員の資質・能力の育成 ２ ０ ０ ２ 

２－２ 特別支援教育の推進 ２ ３ ０ ５ 

２－３ 
小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の

強化 
２ ０ ０ ２ 

２－４ 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 １ ０ ０ １ 

２－５ 部活動の充実 １ ０ ０ １ 

２－６ 学校施設の活用による放課後事業の充実 ０ １ ０ １ 

２－７ 学校における働き方改革の推進 ２ １ ０ ３ 
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重点課題２の各実施策の点検・評価結果 

2－１ 教員の資質・能力の育成 

2-1-1 学校を拠点とした教員人材育成の実施 

新学習指導要領の全面実施に向けて、今日的な目黒区の教育課題及び目黒区教員人材育成基本方針を踏まえ、研

修の在り方の改善を通して、目黒区立学校における教育の充実を図る。 

教員が学校を離れる時間を最小限にするよう、ｅラーニングシステムと集合型研修を組み合わせたブレンド型研修を実

施する。 

連番号 

22 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

受講対象教職員の登録、eラーニング教

材の作成、受講手続きや受講方法の教員

への周知を経て研修を実施した。 

ブレンド型研修では、事前にｅラーニ

ングシステムによる研修を受講後、集合

型の研修を実施した。１年次（初任者）

研修では９つ、中堅教諭等資質向上研修

では５つのｅラーニング教材を作成し

た。 

ｅラーニングシステムの活用により教

員が学校を離れる時間を縮減した。 

１年次（初任者）研修では、全１０

回の内４回、中堅教諭等資質向上研修

Ⅰでは、全８回の内２回の計６回をブ

レンド型研修として実施することがで

きた。 

ブレンド型研修以外にも、eラーニ

ングシステムを活用した研修を計１３

回実施した。教員が学校を離れる時間

を最小限にしながら、研修の充実を図

ることができた。 

令和２年度は、集合型研修として行

ってきた主幹教諭研修と主任教諭任用

時研修を eラーニング研修とし、教員

が学校を離れることなく研修を受講で

きる機会を増やしていく。 

  

2-1-2 特別支援教育の視点をもつ教員の育成 

全ての教員が特別支援教育の視点をもち、児童・生徒一人ひとりの課題に応じた指導が行えるように、特別支援学級の

担任や特別支援教室の巡回指導教員、通常の学級の教員を対象とする特別支援教育研修や講演を実施するとともに、

平成３０年度に作成した教員向けの合理的配慮事例集を更新する。 

連番号 

2３ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

特別支援教育研修を伝達還元研修とし

て実施した。 

教育相談初級研修は、２年間で全６回

を受講する研修であるが、日程等により

修了できない教員もいるため、補講回を

設定し、修了しやすいように改善した。 

合理的配慮の提供事例集を改訂し、全

教職員に配布するほか、区ホームページ

で公開した。 

＜特別支援教育に係る教員研修＞ 

■特別支援教育研修（３回） 

受講者：延べ１０５人 

■特別支援学級研修（３回） 

受講者：延べ６７人 

■教育相談初級研修（６回） 

受講者：延べ２１３人 

各校における伝達還元研修実施率

は、目標値９５％のところ９８.０％と

なり、十分に達成した。 

合理的配慮の提供事例集を改訂し、

改訂の趣旨を周知することで、学校

（園）における取組について教職員の

理解啓発につなげることができた。 

伝達還元研修の実施率１００％を目

指すとともに、引き続き研修の後半に

１０分間の受講者同士による情報交

換、伝達内容の確認の時間を設け、伝

達内容の充実を図る。 

ｅラーニング研修システムにより実

施した「障害者差別解消法の理解」の

研修受講率が７２.９％に留まってい

る。より多くの教員に受講を促す。 

合理的配慮の提供に関する好事例を

収集し、事例集を改訂することで、引

き続き教員の理解啓発につなげてい

く。 

 

2－2 特別支援教育の推進 

2-2-1 特別支援学級における指導の充実 

知的障害のある児童・生徒の自立と社会参加を目指し、知的障害特別支援学級から特別支援学校高等部までの一貫

した教育課程の研究事業を小・中学校各１校で実施する。 

連番号 

24 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

東京都教育委員会から受託した「小学

校、中学校の知的障害特別支援学級から 

特別支援学校高等部までの一貫した教育 

本事業は、平成３０・３１年度の２

年間の受託事業であり、依頼事項であ

る年間指導計画様式案の改善案につい 
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課程研究事業」の２年目として、小・中

学校各１校において、平成３０年度の研

究成果である年間指導計画様式案を活用

し、学習内容の理解・定着の効果につい

て検討した。 

年間指導計画様式案に、各小・中学校の

年間指導計画を入力し、児童生徒の学習内

容の定着状況を把握するとともに、様式案

の改善点を検討して、改善案を東京都に報

告した。 

 

て検討を行い、報告書を作成し、東京

都に提出した。目黒区の意見の一部が

様式案に採用された。 

 

2-2-2 特別支援教室における指導の充実 

全小・中学校の特別支援教室において、発達障害等の児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導を実施す

る。 

連番号 

2５ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

特別支援学級設置校長会、特別支援教

育コーディネーター連絡会、特別支援学

級主任会において、特別支援教室の対象

となる児童・生徒、入級及び退級、巡回

指導教員による校内研修実施の必要性な

どの説明を行い、各校での理解啓発を促

進した。 

特別支援教室専門員の業務内容を見直

し、各校における特別支援教室の運営上

の負担を軽減しつつ、東京都の指導・助

言を活用しながら、特別支援教室の適正

な運営に向けた各校の取組を支援した。 

＜特別支援教室利用児童・生徒数＞ 

■小学校 

 令和元年度当初 ３１４名 

令和元年度中に利用決定した児童  

３３８名 

■中学校 

令和元年度当初  ５７名 

令和元年度中に利用決定した生徒 

６６名 

特別支援教室利用児童・生徒数は、

小学校３６名増、中学校１８名増とな

っており、特別支援教室についての理

解は着実に深まっている。特別支援教

室における児童・生徒への指導内容に

ついて把握し、引き続き特別支援教室

の適正な運営につなげていく必要があ

る。 

巡回指導教員による校内研修の実施

校数は、前年度から１校の増加に留ま

っている。特別支援教室への理解啓発

を進めるためにも、全校で研修が行わ

れるよう、促していく必要がある。 

特別支援教室を利用する児童・生徒

は着実に増加している一方で、指導内

容が適切でないケースが見受けられ

る。特別支援教室の目的を改めて周知

するとともに、適正な運営となるよう、

各校の取組を支援していく。 

引き続き、巡回指導教員による校内

研修の実施を促し、特別支援教室の理

解啓発を進める。 

学識経験者等の指導・助言を活用し

た校内研修への取組を促し、特別支援

教育全体に係る理解啓発を図る必要が

ある。 

2-2-3 特別支援教育支援員の配置による支援の充実 

通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童・生徒への生活面や学習面への支援を行うため、特別支援教育

支援員の配置時間を拡充する。 

連番号 

26 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

特別支援教育主任専門員及び教育相談

員が学校への巡回訪問を実施し、特別支

援教育支援員の適切な配置を行った。 

特別支援教育支援員の資質、能力向上

のための悉皆研修を行い、１２９人の参

加があった。 

＜特別支援教育支援員配置執行実績＞ 

■令和元年度  

対象 ６５４人 

６４，９２２時間配置 

修学旅行配置 対象生徒４人 

通常の学級で増加する特別な支援を

必要とする児童・生徒に対して、学習

面、生活面での支援を行うことができ

た。 

配置した特別支援教育支援員に対す

る学校評価は、４段階評価で３．３で

あり、目標値３．５に達していない。 

前年度と比較すると、特別支援教育

支援員配置対象児童・生徒数が１１.

４％増となり、配置時間数も６.０％増

となったが、各学校からはさらなる配

置時間数の増を求められている。 

 

スクールカウンセラー、スクールソ

ーシャルワーカー、教育相談員等と連

携し、実際の学校生活における行動観

察を通して、児童・生徒の状態を的確

に把握していく。 

経験年数の長い特別支援教育支援員

が増えてきている。悉皆研修の内容の

充実を図り、さらなる資質・能力の向

上を目指す。 
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2-2-４ 医療的ケア実施のための看護師の配置 

医療的ケアを必要とする児童・生徒の増加に対応し、学校への看護師の配置を拡充する。 連番号 

2７ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 拡充 

学校及び保護者と協議を行い、学校が

医療的ケアに関して主治医等医療機関と

の連携体制を構築し、学校への看護師の

配置を行った。 

平成３１年度から看護師増員のうち１

名を派遣委託看護師で配置した。派遣看

護師については、学童保育及びランドセ

ルひろばと共に同一事業者に委託を行

い、一日を通してスムーズな引継ぎが行

えるよう配慮した。 

<看護師の配置状況> 

■通常学級看護師   ２名 

■わかたけ学級看護師 ３名 

必要に応じ、適切に看護師配置をす

ることができた。一方、医師不在の場

所で重度重複障害児の医療的ケアに対

応することについて、現場看護師から

不安の声が上がっており、看護師への

医師による指導・助言が必要となって

いる。 

医療的ケアを必要とする児童・生徒

は増加傾向にあり、医療的ケアの内容

も、より熟練を要する等、多様化、複

雑化している。また、医療的ケアの実

施や健康状態の管理には個別性が高

く、特別な配慮を要する場合もある。 

医療的ケアの実施に当たり、更なる

医療安全の確保を図るため、教育委員

会及び学校に指導・助言を行う「医療

的ケア指導医」を配置する。 

2-2-５ 小学校就学前ガイダンスの拡充 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を訪問し、教職員や保護者からの相談を受け助言する小学

校就学前ガイダンスを実施し、早期からの支援や円滑な就学先の選択に結びつける。 

連番号 

2８ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

区立幼稚園・こども園、私立幼稚園、

認可保育園・認証保育所、３歳児以上を

対象とする認可外保育施設を対象として

利用希望をとり、医師・心理・教育の専

門的な助言者が訪問して観察・面談・助

言を行った。 

＜小学校就学前ガイダンス実施状況＞ 

■実施時期 ６月～２月 

■実施園数 ３５園 

〔内訳〕私立幼稚園１１園 

公立保育園７園 

私立保育園１５園 

認証保育所２園 

■対象園児数 １０８名 

〔内訳〕３歳児１２名、４歳児２１名、

５歳児７５名 

■訪問回数 延べ６３回 

〔内訳〕医師４回、心理２６回、 

教育の学識経験者３３回 

公立、私立の園長会等で周知を図っ

た結果、前年度と比較して、就学前ガ

イダンスの実施園を 1４園増やすこと

ができた。 

引き続き、利用する園・園児数の増

加に向けて、周知の徹底を図るととも

に、事前の基礎調査票の提出を徹底す

る等事業の円滑化に取り組む。 

平成３０年度から開始した小学校就

学前ガイダンス事業の説明会を継続し

て行う。 

 

2－３ 小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の強化 

2-3-１ 小学校・中学校間の連携・交流の強化 

児童・生徒の生きる力をはぐくむため、「小・中連携子ども育成プラン」に基づき、小・中学校が連携した教育活動を進め

る。 

連番号 

2９ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

小・中連携の日を全中学校区で３回以

上実施した。中学校見学、生徒会による

学校紹介、部活動体験、いじめ問題を考

えるめぐろ子ども会議、あいさつ運動等

各小・中学校が協力して行った。 

授業参観や課題別のグループ協議をと 

全中学校区で、小・中連携の日を年

間３回以上実施できており、授業参観

や講師を招いた研修など、年を重ねる

ごとに内容が充実した。あいさつ運動、

いじめ問題を考えるめぐろ子ども会議

など系統的な取組ができるように新た 

新学習指導要領への移行に伴い、さ

らに他校種との連携が求められてい

る。各中学校区の特色を生かした小・

中連携の取組が進むように指導・助言

していく。 
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おして、発達段階に対応した小・中学校

の連携を進めた。小学校の外国語活動等

で中学校の教員が指導をする場面もあ

り、中学校への接続を意識した取組を行

う学校もあった。 

な連携の計画を進める校区が見られ

た。 

各中学校区ともに学校だよりやホー

ムページ等でさらに情報発信するよう

指導・助言することができた。 

 

2-３-２ 幼稚園、こども園、保育園等と小学校との円滑な接続 

５歳児が円滑に小学校生活や学習へ適応できるよう工夫された「アプローチカリキュラム」、新１年生が小学校生活に慣

れることができるよう弾力的に編成された「スタートカリキュラム」を実施し、幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図る。  

また、公私立の小学校就学前施設と小学校の合同研修会や幼児と児童の交流など連携した活動を進める。 

連番号 

３０ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

園長会において、「アプローチカリキ

ュラム」「スタートカリキュラム」の在

り方について協議を行った。 

スタートカリキュラム作成に関する資

料を作成し、「目黒区指導改善の手引き

～アプローチカリキュラム・スタートカ

リキュラム編」に新たなページとして追

加した。 

＜小学校就学前教育研修の実施＞ 

小学校教員と区立幼稚園・こども園の

他、私立幼稚園等からも研修受講を受け

付けた。 

■参加者 ４０人 

全園で、幼児と児童の交流活動の場

を設定し、実施することができた。 

「目黒区指導改善の手引き～アプロ

ーチカリキュラム・スタートカリキュ

ラム編」にスタートカリキュラム作成

に関する資料を新たなページとして追

加し、内容の充実を図ることができた。 

小学校就学前教育研修会参加者の内

容の理解が４段階のうち３．６と、平

成３０年度に引き続き目標値を上回っ

た。 

幼稚園・こども園におけるアプロー

チカリキュラム及び小学校におけるス

タートカリキュラムの実践事例をまと

め、幼稚園・こども園、各小・中学校

に情報提供し、小学校就学前施設・小

学校・中学校間の連携・交流の強化を

図っていく。 

 

 

2－4 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 

2-４ ゲストティーチャーの活用 

各学校（園）で学習のねらいに応じて専門的な知識技能をもつ地域の方などの外部人材をゲストティーチャーとして活

用し、魅力ある教育活動の推進を図る。 

連番号 

３１ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

小・中学校では、留学生との交流、職

業人の話を聞く会、生き方教室等、道徳

教育、人権教育、進路指導等で外部人材

をゲストティーチャーとして学校に招

き、多様な学習を展開した。 

また、オリンピック・パラリンピック

教育の一環としてゲストティーチャーを

活用した教育活動を行った。 

幼稚園・こども園では、地域の方の保

育参加等で外部人材活用を行った。 

全学校（園）で外部人材の活用が行

われ、学習活動等の充実が図られた。 

オリンピック・パラリンピック教育

の一環として、留学生や大使館職員を

招いたり、オリンピアンやパラリンピ

アンとの交流をしたりする学校（園）

が多かった。 

開かれた学校づくりに向けた取組を

さらに進めるため、引き続き外部人材

の活用を進める。 

 

2－5 部活動の充実 

2-５ 部活動支援の充実 

活力ある部活動の実現に向け、校長による管理・監督の下で教育課程と関連させながら、生徒が自らの適性や興味・関

心を伸ばすための指導を充実するため、部活動指導員・外部指導員等を確保するとともに、大学等教育関係機関の専門

家等によるコーチングやスポーツメンタル等の研修等を年２回実施し、資質や指導技術の向上を図る。 

連番号 

３2 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

学校要望により、部活動指導員１５名

（８校）、外部指導員８７名（９校）を

配置した。 

外部指導者を対象とした研修会を実施

した。 

＜外部指導員全体研修実施状況＞ 

■実施日・参加者 

外部指導者の配置を希望する学校す

べてに配置した。また、部活動指導員

は３名から１５名に増員を図ることが

できた。 

一方、部活動指導員を含む外部指導

者の資質向上を目的とした研修会の参

加率は目標の１００％に届かなかっ  

引き続き外部指導者の活用を推進す

るとともに、学校が必要とする配置を

行う。 

今後も研修会に体罰防止（言葉の暴

力を含む）に関する内容を取り入れる

とともに、運動系、文化系指導者がと

もに活用可能な技術等の習得機会と  
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４月２６日実施 参加者２６人 

９月１９日実施 参加者４４人 

■参加割合 

 令和元年度外部指導者 １４３人※ 

（内、受講対象者１２６人） 

参加者６３人 参加割合５０％ 

※小学校特設クラブ外部指導員 41 人を含む 

た。不参加理由の多くが「仕事」であ

ったことから、学校、外部指導者の意

見を踏まえ、より参加しやすい条件等

を模索する必要がある。 

する。 

 

2－6 学校施設の活用による放課後事業の充実 

2-６ 放課後事業の充実 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保のため、全小学校で実施している「ランドセルひろば」の

より効果的、効率的な実施に努めるとともに、「子ども教室」の実施小学校区の拡大及び教室内容の充実を図る。また、放

課後子ども総合プランによるランドセルひろばの拡充について、放課後子ども対策課と協力・連携していく。 

連番号 

３３ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

＜ランドセルひろば事業＞ 

効果的・効率的な運営のため、管理運営

員の資質の向上を目的として、研修の充実

を図った。利用者のケガ等を補償するため

の傷害保険制度を継続して実施した。 

放課後子ども総合プランに基づく「ラン

ドセルひろば拡充」のモデル実施校（中根

小、東根小）の実施状況について、研修や

会議等の機会を利用して、放課後子ども対

策課担当者から、ランドセルひろば管理運

営員や子ども教室団体に情報提供した。 

■実施校数    小学校２０校 

■延べ実施日数  ２，７４４日 

■延べ参加児童数 １３９，０４６人 

＜子ども教室事業＞ 

チラシの作成・配布及びパネル展示を行

い、事業の周知を図った。また、団体関係

者の資質の向上を目的として、研修の充実

を図った。子ども教室事業の拡充のため、

教室未実施校の学校関係者等に幅広く、頻

繁に声掛けを行い、子ども教室開設につい

て協力を依頼した。 

■実施団体数   １５団体 

■延べ実施回数  １，３３３回 

■延べ参加人数  ２３，３４２人 

 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

ランドセルひろば管理運営員の研修

内容を工夫・充実させ、円滑な運営の

一助とした。 

利用者のケガ等を補償する傷害保険

加入を継続して実施し、安心・安全な

ランドセルひろば運営に向けての成果

があった。 

＜子ども教室事業＞ 

事業を紹介するチラシ配布及びパネ

ル展示により、子ども教室事業の幅広

い周知について効果があった。 

実施校の拡大については、未実施校

の関係者に声掛けを行い、子ども教室

の運営方法などについて助言を行った

結果、実施に前向きな小学校区もあっ

たが、実施にまでは至らなかった。 

 

＜ランドセルひろば事業＞ 

放課後子ども総合プランに基づく

「ランドセルひろば拡充」について、

放課後子ども対策課と協力していく。 

また、子どもたちが安心・安全に遊

ぶことができる居場所づくりのため、

管理運営員の研修等を充実させる。 

 

＜子ども教室事業＞ 

放課後子ども総合プランの進捗を踏

まえ、子ども教室実施の拡大に向けて

関係者に働きかけを行う。また、子ど

も教室実施団体の意向を確認しつつ、

教室内容の充実について引き続き検討

する。 

子ども教室事業について区民に幅広

く理解してもらうため、区のホームペ

ージ及び事業を紹介するチラシについ

て、各実施団体の様子や実施状況等が

より深く理解できる内容になるよう検

討を進める。 
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2－７ 学校における働き方改革の推進 

2-７-１ 教育活動停止日の試行実施 

夏季及び冬季休業期間中の教育活動停止日を試行実施し、年次有給休暇の取得を促進する。さらに、日直を置かな

い教育活動停止日の実施を検討する。 

連番号 

３４ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 拡充 

全小・中学校及び幼稚園で、夏季休業

日には５日間、冬季休業日には６日間以

上の教育活動停止日を試行実施した。 

当日は勤務に当たる教職員を置いた。 

管理職を含む教職員の休暇取得を促進

する観点から、期間中管理職が学校（園）

に不在のこともあった。 

全小・中学校及び幼稚園で試行実施

することができた。（こども園を除く） 

令和２年度は、全小・中学校及び幼

稚園で本格実施する。 

実施日数を、夏季休業日は引き続き

５日間とし、冬季休業日は９日間に拡

大する。 

2-７-２ 留守番電話装置の設置 

勤務時間外の電話対応の負担軽減のため、緊急時の対応や設定時間等の運用方法の検討を行い、全校（園）に留守

番電話装置を設置する。 

連番号 

３５ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 終了 

全小・中学校、幼稚園及びこども園の

校長室、職員室及び事務室等の電話に留

守番電話自動応答装置を設置し、令和元

年８月から運用を開始した。 

教育指導課と連携し、全小・中学校、

幼稚園及びこども園に留守番電話自動

応答装置を整備し、令和元年８月から

運用を開始することができた。 

 

2-７-3 学校を支える人員体制の確保 

教員や副校長の業務負担軽減のため、東京都の補助事業を活用した副校長事務補助員や国庫補助を活用したスク

ール・サポート・スタッフの配置校を拡充する。 

連番号 

３6 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 拡充 

スクール・サポート・スタッフや副校

長事務補助員を学校に配置し、教員や副

校長の業務負担軽減を図った。 

＜配置状況＞ 

■スクール・サポート・スタッフ 

全小・中学校  

■副校長事務補助員  

小学校３校（東京都モデル事業活用１

校、大規模校２校） 

配置校を拡大したことで、より多く

の学校で業務負担の軽減を図ることが

できた。 

スクール・サポート・スタッフの配

置校を全小・中学校に拡大したが、中

学校９校のうち３校で人材が確保でき

ず未配置となった。 

大規模校以外の副校長の業務負担も

軽減していく必要がある。 

スクール・サポート・スタッフの配

置に当たっては、区ホームページに掲

載して募集を行い、人材確保に努める。 

東京都の補助事業を活用しながら副

校長事務補助を拡大し、副校長の業務

負担軽減を図る。 
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重点課題３ 子どもの安全・安心の確保と学校環境の整備 

【施策の方向性】 

１ 家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と安全体制の確保 

保護者・地域を含めた交通安全教室や「こども１１０番の家」事業の実施など、地域ぐるみの安全対策を推進するとともに、緊急時

に保護者等への連絡を円滑に行うため、学校緊急情報連絡システムの効果的な運用を図る。 

また、NPO法人と連携し、小学校新１年生を対象とした犯罪被害から自らの身を守るための安全教育に取り組む。 

2 防災教育の推進 

児童・生徒の防災・減災への関心・意識を高め、自分で考え行動できる力を身に付け、災害時等の状況に応じた的確な判断や行

動ができる能力・態度の育成に引き続き取り組む。 

3 校舎の改築等の推進 

学校施設の計画的な更新に向けて、区長部局と連携しながら改築や長寿命化対策等の検討を進める。 

4 学習・生活環境の改善 

安全で快適な環境で児童・生徒が充実した学校生活を送れるよう、施設の改修などの整備を行い学習・生活環境の向上を図る。

さらに、近年の猛暑への対応として、冷水機の増設、体育館及び給食室への空調設備の設置を促進する。 

5 学校の ICT 環境整備 

学校のＩＣＴ環境を計画的に整備しハードウエアの充実を図り、時代に即した基盤整備を進める。さらに、本区の教育の情報化推

進に向けた方針の策定に取り組む。 

6 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 

南部・西部地区の区立中学校の統合に向けて、統合の対象となっている４校（第七・第八・第九・第十一中学校）を２校程度とする

ため、具体的な統合実施策をとりまとめ、統合方針を改定する。 

 

重点課題３の点検・評価結果 

重点課題名 

Ａ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ており、一定の

成果が得られ

た。 

Ｂ＝ 

実施策の進捗が

おおむね計画ど

おりできている

が、更に取組の強

化が必要である。 

Ｃ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ておらず、改善

の余地がある。 

計 

子どもの安全・安心の確保と学校環境の整備 ７ １ １ ９ 

３－１ 
家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推

進と安全体制の確保 
２ ０ ０ ２ 

３－２ 防災教育の推進 ０ １ ０ １ 

３－３ 校舎の改築等の推進 １ ０ ０ １ 

３－４ 学習・生活環境の改善 ２ ０ ０ ２ 

３－５ 学校の ICT環境整備 ２ ０ ０ ２ 

３－６ 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 ０ ０ １ １ 

 

重点課題３の各実施策の点検・評価結果 

３－１ 家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と安全体制の確保 

３-１-１ 生活安全教育の推進 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、保護者・地域の協力による地域安全マップの作成（小学校）を行うとともに、

交通安全教室や教職員及び中学生を対象とした普通救命講習会を実施するなどのほか、ＮＰＯ法人と連携して小１防犯

教育プログラムを実施し、生活安全対策の充実を図る。 

また、「こども１１０番の家」については、引き続き学校、PTA 等との連携・協力を進めるとともに、協力家庭の増加を図る。 

連番号 

３７ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

＜地域安全マップ＞ 

学校の周りの危険な場所と安全な場所

を知るために、全小学校（第３学年９校、

第４学年８校、第５学年４校、第６学年

１校）で地域安全マップを作成・活用し

＜地域安全マップ＞ 

全小学校で、地域のサポーターや保

護者の方と協力して地域安全マップを

作成・発表することができた。どのよ

うな場所で事故や犯罪が起こりやすい

＜地域安全マップ＞ 

引き続き、安全教育プログラムの一

つとして、保護者や地域の方々と協力

しながら小学校における地域安全マッ

プづくりを実施する。 
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た。 

＜小１防犯プログラム＞ 

連れ去り、性犯罪被害などから自分自

身を守る力を身に付けるため、小学校第

１学年で小１防犯プログラムを実施し

た。 

＜普通救命講習等＞ 

■教職員の普通救命講習等 

普通救命講習   ８４名 

再講習      ５２名 

合計 １３６名 

■中学生の普通救命講習 

 第一中学校    ４１名 

  合計 １校・４１名 

■保護者向け応急救護講習 

 げっこうはらこども園 １８名 

 碑小学校       ３１名 

 東山中学校      ３７名 

  合計 ３校・８６名 

＜こども１１０番の家＞ 

子どもたちが、犯罪や事故などで身の

危険を感じた時に緊急避難できる場所と

して、家庭や商店などの「こども１１０

番の家」の協力家庭を区内全域に確保し、

地域と協力して子どもたちの安全を守る

一助として取り組んだ。 

各小・中学校には新学年進級時に保護

者に対し「こども１１０番の家」につい

て概要のチラシを配布した。また、めぐ

ろ区報、区ホームページを利用して事業

を周知した。 

■協力家庭登録数 

１，８３５軒 

（令和２年３月３１日現在） 

かなど、児童の地域安全に対する理解

が深まり、区民の一人として安全に生

活しようとする意識が高まった。 

＜小１防犯プログラム＞ 

入学後早期に実施しているため、児

童の防犯意識を高めることができた。 

＜普通救命講習等＞ 

教職員向けの普通救命講習は、各校

でのプール授業等開始前までに受講を

終えるように計画し、受講すべき教職

員が受講したことで、児童・生徒の安

全確保に寄与した。 

 中学生への普通救命講習は、消防署

との日程調整等の結果、９校中６校が

実施予定としていたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により１校のみの

実施となった。 

＜こども１１０番の家＞ 

子どもたちが通学中などに身の危険

を感じたとき、すぐに駆け込める場所

があることで子どもたちの安心を守る

「地域の安心感」の一助となっている。

また、「こども１１０番の家」のプレ

ートを掲げている住宅や商店が近隣に

何軒かあることで不審者が近寄りにく

い環境を作り出し「地域の抑止力」と

しての効果があった。 

事業周知及び協力家庭の増加に努め

たが、近年の傾向として、高齢者世帯

の増加による協力家庭の辞退や、共働

き世帯の増加による昼間の在宅世帯の

減少等が理由となり、協力家庭数は伸

び悩んでいる。 

児童が地域の安全について理解する

ことにより安全確保につながるため、

引き続き、地域人材活用の充実を図る

必要がある。 

 

 

＜普通救命講習等＞ 

 引き続き、教職員及び中学生の普通

救命講習、保護者、地域の希望者への

応急救護講習を実施する。 

中学生の普通救命講習は、全校での

計画的な実施を目指しているが、新型

コロナウイルス感染症の影響による学

校の活動状況を踏まえ、適切に判断し

実施していく。 

また、中学生の普通救命講習受講者

は３年生に集中していることから、1、

２年生に対しても計画的に受講できる

よう、各学校に働きかけていく。 

＜こども１１０番の家＞ 

めぐろ区報、区ホームページを利用

して事業を周知していくとともに、学

校, ＰＴＡ等に協力を呼びかけて、事

業の周知及び協力家庭の増加を図って

いく。 

３-１-２ めぐろ子ども見守りメール（学校緊急情報連絡システム）の運用 

子どもの安全に関する緊急情報を送信する「めぐろ子ども見守りメール（学校緊急情報連絡システム）」について、学校

からの連絡などの利用も含め、保護者にとって有用な活用を図り、児童・生徒の安全・安心を確保する。 

連番号 

３８ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

不審者情報等を適時に配信し、保護者

に注意を喚起することで、児童・生徒の

安全を図った。各校（園）からの生活情

報・行事情報も配信し、保護者がシステ

ムの有用性を実感し登録率向上に結びつ

くように努めた。 

不審者情報の内容確認については区生

活安全課と連携した。各学校では、警察

との連絡担当者を定め、一覧表を作成し

て警察と共有し、夜間・休日でも連絡が

取れる体制を整えた。 

＜めぐろ子ども見守りメール運用状況＞ 

（令和２年３月３１日現在） 

■登録数（登録率） 

１１，２２３人（８８.６％） 

不審者情報等の配信により、保護者

の注意を喚起することで、児童・生徒

の安全確保に寄与した。 

また登録率は、小学校では９０％を

超え、中学校も昨年度の約６７％から

７５％超へと大幅に上昇した。 

引き続き、登録率の維持向上を図り

ながら円滑な運用を行っていく。 

特に、新型コロナウイルス感染症の

影響下において保護者への貴重な情報

伝達ツールであることから、登録要望

には即時に対応していく。 
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〔内訳〕 

小学校 ８，９６７人（９１.９％） 

中学校 ２，０１６人（７５.８％） 

幼稚園･こども園２４０人（９７.２％） 

  

 

３－２ 防災教育の推進 

３-2 防災教育の推進 

自ら主体的に行動ができる能力をはぐくむため、学校防災マニュアルに基づく実践的な避難訓練を実施する。また、

「防災ノート」を活用したり、地域の防災訓練と連携したりするなど防災教育を引き続き実施する。 

連番号 

３９ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

全小・中学校において、各学校の実情

に応じた様々な災害を想定した避難訓練

を実施した。また、学校の実態に応じて

Ｊアラートを用いた訓練を実施した。小

学校２校、中学校１校がジュニア防災検

定に取り組み、家族と防災について話し

合う機会や、防災について正しい知識を

身に付ける機会につながった。 

＜避難訓練等の実施＞ 

■避難訓練の実施 

 全小・中学校 年１１回以上 

■Ｊアラート訓練の実施 

 小学校 ５校 

 中学校 ２校 

■ジュニア防災検定の実施 

 小学校 ２校 

 中学校 １校 

全小・中学校において、学校防災マ

ニュアルに基づく防災訓練を年間１１

回以上実施した。 

ジュニア防災検定を五本木小学校

（第６学年）、上目黒小学校（第５学

年）、目黒中央中学校（第２学年）で

実施した。 

学校、保護者、関係機関との連携を

促進し、児童・生徒の発達段階に合わ

せた防災教育が計画的に実施できてい

る。予期せぬ事態に備えるため、表面

的、形式的に終わることなく、今後も

Ｊアラートの活用、垂直避難訓練の実

施等、より実践的な訓練を実施する必

要がある。 

引き続き、登下校中の災害を想定し

た訓練や、地域と連携した訓練など、

実践的な訓練が実施されるように指

導・助言する。 

ジュニア防災検定は、五本木小学校、

上目黒小学校、目黒中央中学校で継続

して実施する。 

 

３－３ 校舎の改築等の推進 

３-3 学校施設の長寿命化対策 

学校施設の長寿命化計画策定（平成３２年度予定）に向けて、平成３０・３１年度に小・中学校の構造体耐久性調査を

実施する。 

また、学校施設の更新は、文部科学省の長寿命化対策を踏まえるとともに、区有施設見直し計画との整合を図りながら

検討する。 

連番号 

４０ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

小学校８校、中学校２校の構造体耐久

性調査を実施し、平成３０年度調査分と

併せて全対象校（小学校１７校、中学校

４校）の調査を終了した。 

また、構造体耐久性調査結果の評価資

料について情報の整理、専門的見地から

の分析等を行い、学校施設更新計画の検

討資料を作成した。 

＜構造体耐久性調査実施状況＞ 

■実施校 

八雲・菅刈・中目黒・油面・烏森・不

動・東根・中根小学校、第十・東山中学

校 

構造体耐久性調査及び学校施設更新

計画策定に向けた検討資料の作成を予

定どおり実施することができた。 

令和２年度中に学校施設更新計画を

策定する。計画策定に当たっては、文

部科学省インフラ長寿命化計画（行動

計画）の内容を踏まえるとともに、区

有施設見直し計画との整合を図りなが

ら検討する。 
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３－４ 学習・生活環境の改善 

３-４-１ 学校校舎等整備 

安全で快適な施設の中で、児童・生徒が安心して学校生活を送れるよう、トイレの環境改善（八雲小・菅刈小・大岡山

小・駒場小、不動小・東根小・中根小・第一中）や校庭の整備（鷹番小・大鳥中）等の施設整備を行う。 

連番号 

41 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

＜トイレ環境改善整備＞ 

実施計画に基づき小学校７校、中学校１

校の各校とも１系統の整備を実施した。 

■実施校 

八雲・菅刈・大岡山・駒場・不動・東根・

中根小学校、第一中学校 

＜校庭整備＞ 

小学校１校、中学校１校の水はけ改善等

の校庭整備を実施した。 

■実施校 

鷹番小学校、大鳥中学校 

児童・生徒が安心して学校生活を送

れるよう、教育環境の改善のために、

予定された整備工事を全て実施した。 

 トイレ環境改善整備の実施校におい

ては、児童・生徒が快適にトイレを利

用できるようになり、学校生活環境の

向上につながった。 

校庭整備の実施校においては、降雨

後の水はけが改善したことにより、校

庭を利用した授業や放課後活動を円滑

に行えるようになった。 

トイレ環境改善（洋式化）、水飲栓

直結化及び校庭整備をはじめとして、

児童・生徒の生活様式の変化、施設・

設備の老朽化に対応した整備をしてい

く。 

３-４-２ 熱中症の予防対策 

学校施設内での熱中症を予防するため、全中学校に冷水機を増設するとともに、災害時には地域避難所にもなる学校

の体育館への空調設備の設置及び調理中に高温となる給食室に簡易エアコンを設置する。 

連番号 

４2 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

＜冷水機の設置＞ 

全中学校に冷水器を設置した。 

＜体育館への空調設備の実施＞ 

全小・中学校の体育館に空調設備を設置

した。 

＜給食室への簡易エアコンの設置＞ 

小学校８校、中学校４校の給食室に簡易

エアコン設置を実施した。 

■実施校 

八雲・菅刈・大岡山・鷹番・駒場・緑ヶ

丘・中根・宮前小学校、第一・第九・第十

一・東山中学校 

予定していた工事を全て実施するこ

とができた。 

冷水機を設置したことで、生徒が水

分補給しやすい環境となった 

体育館への空調設備設置により、学

校活動や学校開放における利用環境の

向上及び災害時の避難所としての機能

強化を図ることができた。 

給食室に簡易エアコンを設置した学

校の調理職員の労働環境改善につなが

った。 

令和２年度は、１１校の給食室に簡

易エアコンを設置する。 

 

３－５ 学校の ICT 環境整備 

３-５-１ 学校のＩＣＴ環境整備 

教育用ＩＣＴ機器の更新時に、小・中学校の全普通教室に電子黒板機能付きプロジェクターを設置（小学校６校、中学

校３校）する。 

連番号 

４３ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

プロポーザル方式により業者選定を行

い、小学校９校、中学校３校の教育用Ｉ

ＣＴ機器の入替を実施し、１２校の全教

室（普通教室、特別教室、特別支援教室）

に電子黒板機能付きプロジェクターを原

則として固定式で設置した。 

前年度の学校ＩＣＴ環境整備実施校へ

アンケートを実施し、改善点を精査し、プ

ロポーザル提案内容の見直しを図った。プ

ロポーザル方式での選定により、必要な機

器の更新を実施するだけではなく、ネット

ワーク環境の見直しも合わせて実施した。 

 

当初計画のとおり、小学校９校及び

中学校３校において、コンピューター

教室の児童生徒用パソコン４０台の更

新を行い、普通教室等に電子黒板機能

付きプロジェクターを設置した。 

整備に当たっては、前年度整備実施

校からの意見集約を行い、ＰＣ周辺機

器の拡充や職員室への無線ＡＰ設置な

ど改善を図った。 

学校ＩＣＴ環境整備については、実

施計画に基づき順次整備をしていく。 

国の計画や方針等も踏まえ、令和２

年度に教育情報化推進計画を策定す

る。 
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３-５-２ 情報セキュリティポリシー等の設定 

教育情報セキュリティポリシーを策定するとともに、情報教育や教科指導におけるＩＣＴ機器の活用、校務処理の効率化

を通して、教育の更なる向上を図る教育の情報化を推進するため、教育の情報化推進計画を策定する。 

連番号 

４４ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

更なる学校のＩＣＴ化を推進するに

は、児童生徒が日常的にＩＣＴを活用す

る学校現場の特徴を踏まえた情報セキュ

リティ対策を講じる必要があるため、学

校を対象とした情報セキュリティポリシ

ーを策定した。 

教育の情報化推進計画の策定に向け

て、課題の整理、調査研究を行った。 

当初の計画どおり、教育情報セキュ

リティポリシーを策定できた。今後は、

学校への周知徹底を確実に進めていく

必要がある。 

教育の情報化推進計画については、

作業部会を設置し、学校へのヒアリン

グの実施など課題の整理、調査研究を

進めることができた。 

教育情報セキュリティポリシーの学

校への周知徹底を確実に進め、学校へ

の監査・自己点検を実施し、学校の情

報セキュリティへの意識向上を図る。 

教育の情報化推進計画は、機器等の

整備面だけでなく、運用面についても

計画的に進めていく必要があるため、

国の計画や方針等も踏まえ、令和２年

度に策定する。 

 

３－6 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 

３-６ 南部・西部地区の区立中学校の統合に向けた取組 

統合の対象となっている南部・西部地区の中学校４校（第七・第八・第九・第十一中）を２校程度に統合するため、具体

的な統合実施策を取りまとめ統合方針を改定する。また、保護者等へ積極的な情報発信を行う。 

連番号 

４５ 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｃ 今後の方向性等 継続 

教育委員会事務局と関係学校長で組織

する庁内検討組織「南部・西部地区の区

立中学校の適正配置に向けた検討会」に

おいて、今後の生徒数の推移、統合後の

学校数、統合新校の開校時期や区有施設

見直し方針との整合を図った整備手法な

ど統合方針の改定に向けた検討を行っ

た。 

教育施策説明会（５月開催）で区立中

学校の統合について説明した。 

区立小学校児童数が著しい増加傾向

を示し、統合対象校の生徒数への影響

を慎重に見極める必要があったことか

ら、令和元年度中の統合方針の改定に

は至らなかった。 

最新の東京都教育人口等推計や入学

生徒数（実数）の推移を踏まえると統

合対象の中学校４校が１１学級以上、

生徒数３００人超の適正規模に届く状

況にないことが見えてきた。 

学校統合による教育環境の充実に向

けて、引き続き、庁内検討組織で具体

的な統合実施策案を取りまとめた上

で、統合方針を改定するよう検討を進

める。 
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重点課題４ 生涯学習の推進 

【施策の方向性】 

１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 

区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、区民の関心や意欲に応える生涯学習事業に取

り組むとともに、だれもが、いつでも、どこでも講座や団体等の情報を得られるように、様々な媒体を使った情報提供をさらに充実し

ていく。 

「地域の学び、地域に生かす」ことの意義を広めるためのフォーラムを開催し、生涯学習をさらに振興する。 

２ 青少年健全育成事業の実施 

   青少年が地域社会を担う一員となるよう、自立性と社会性を身に付けるための体験機会や情報リテラシー教育等の学習機会の

提供を進める。 

また、青少年の健全育成を担う団体の主体性を尊重しながら、場の提供や指導者の派遣等の支援を行う。 

3 家庭教育の支援 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である家庭教育が保護者の自覚と責任によって行われる

よう、家庭教育講座などを今後も引き続き行っていくとともに、さまざまな機会・資源を活用し、より幅広く積極的な支援を進める。 

４ 図書館サービスの充実 

よりよい図書館サービスを目指して、「目黒区立図書館基本方針」に基づき、「知・文化の拠点」として年度ごとに重点テーマを定

め図書館資料を充実させるとともに、「子どもたちを本の世界にいざなう」ための子ども読書活動を更に進める。 

 

重点課題４の点検・評価結果 

重点課題名 

Ａ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ており、一定の

成果が得られ

た。 

Ｂ＝ 

実施策の進捗が

おおむね計画ど

おりできている

が、更に取組の強

化が必要である。 

Ｃ＝ 

実施策の進捗が

計画どおりでき

ておらず、改善

の余地がある。 

計 

生涯学習の推進 ２ ４ ０ ６ 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 ２ ０ ０ ２ 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 ０ １ ０ １ 

４－３ 家庭教育の支援 ０ １ ０ １ 

４－４ 図書館サービスの充実 ０ ２ ０ ２ 

 

重点課題４の各実施策の点検・評価結果 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 

４-1-1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進め、ニーズに沿った企画を実施するとともに、新たな教育

機関との連携を検討し、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

連番号 

46 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 継続 

＜連携講座実施状況＞ 

専門性を生かした生涯学習講座（連携

講座）を実施し、東京大学、筑波大学附

属駒場中・高等学校、東京工業大学、放

送大学、東京音楽大学の５教育機関との

連携・協力を進めた。 

■東京大学連携講座 

３講座 延べ参加者６７人 

■筑波大学附属駒場中・高等学校連携講座 

２講座 延べ参加者６２人 

■東京工業大学連携講座 

２講座、延べ参加者３７人 

■放送大学連携講座 

１講座、参加者４６人 

■東京音楽大学 

１講座、参加者３１人 

 東京大学、筑波大学附属駒場中学

校・高等学校、東京工業大学、放送大

学、東京音楽大学の区内の５教育機関

との連携・協力を進め、計画どおり計

９回の生涯学習講座（連携講座）を実

施した。定員を上回る申込者数があっ

た講座も多く、区民ニーズを捉えた講

座の実施を工夫していく。 

引き続き、区内及び近隣地域の教育

機関との連携・協力を進め、専門性を

生かした生涯学習講座（連携講座）の

実施など区民の生涯学習の機会拡大を

図る。 
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4-1-2 生涯学習フォーラムの開催 

生涯学習振興のためフォーラムを開催し、生涯学習活動をしている人、始めたい人の相互交流や情報交換等の機会を

充実させる。 

連番号 

47 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ａ 今後の方向性等 再編・見直し 

「生涯学習フォーラム～つなげよう、広

げよう あなたの活動～」を実施した。 

フリーアナウンサー生島ヒロシ氏の講

演後、地域で活動している団体から、地域

活動を行うことで、さらに自分たちの学習

が豊かになっている等、活動についての発

表があった。団体の衣装や作品などの展示

もあり、情報交換が行われた。 

＜開催概要＞ 

 ■実施日 令和２年２月１１日（祝） 

 ■参加者数 １８１人 

 ■内容  

・フリーアナウンサー生島ヒロシ氏に

よる講演「いつまでも若く生きる秘訣」 

・地域活動実施団体による活動内容の

発表、展示 

・生涯学習に関する相談コーナーなど 

一般の参加者が多く、団体の活動を

知ってもらうことができた。また、発

表団体が活動の成果を地域に還元する

機会にもなった。 

団体の活動発表と合わせて参加する

ことで効果がある事業と考えていた

が、講演後に帰る参加者もいた。講演

と活動発表をうまく結びつけることが

課題として残った。 

アンケートからは「地域で何か活動

してみたいか」という設問に４１．２％

の方が「してみたい」と回答しており、

地域に生かすことについて考えるきっ

かけになった。 

目黒区生涯学習実施推進計画（平成

２７年度～令和２年度）の重点プロジ

ェクトに掲げた重点事業として実施し

た。今後改定される次期生涯学習実施

推進計画での位置づけにより方向性を

検討する。 

 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

4-2 青少年の健全育成を支援する事業の実施 

青少年を対象として、自然体験や生活・文化体験の機会を提供する。また、少年団体の育成と地域の青少年リーダーの

育成を図るための支援事業を実施する。 

連番号 

48 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

＜社会教育講座＞ 

「児童理科クラブ（前期６回、参加者

延べ２０３人）を始めとして、計１１講

座（回数９３回、参加者２，０２１人）

を実施した。 

＜リーダー育成事業支援＞ 

子ども会班長・ジュニアリーダー研修

会（８回、延べ参加者２２２人）、ボー

イスカウトフェスティバル（１回、参加

者１８２人）、子ども会交流会（１回、

参加者２６８人）など計９事業を実施し

た。 

 青少年の健全育成事業・青少年団体

の交流の援助、青少年リーダー育成の

ための支援事業、青少年を対象とした

社会教育講座を予定どおりに実施し

た。国内交流事業（角田市小学生受け

入れ）は、新型コロナウイルス感染症

拡大防止のため中止した。 

 

各事業の参加者を増やし、内容を充

実したものにしていくため、更なる工

夫が必要である。 

 

４－３ 家庭教育の支援 

4-3 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育学級や家庭教育講座などによる学習機会の提供を行い、子どもの生活習

慣の習得や自立心の育成に向けて、より効果的な支援に向けた検討を進める。 

連番号 

49 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

＜委託家庭教育学級・講座＞ 

委託家庭教育学級・講座では、各ＰＴ

Ａの会合に出向き、事業についての説明

と相談を行う訪問説明を実施した。また、

毎月１回ＰＴＡの担当者あてにメールマ

ガジンを送付し、運営上の工夫や注意点、

各校の予定などを伝えた。 

委託家庭教育学級・講座、社会教育

講座ともに予定どおり実施し、家庭教

育を支援することができた。 

委託家庭教育学級・講座では、きめ

細かい対応をすることにより、各ＰＴ

Ａの担当者の負担軽減に繋がっている

が、残念ながら、委託家庭教育学級・ 

 令和２年度は、「委託家庭教育学級・

講座で取り上げないテーマ」として、

「祖父母の孫育て」をテーマとした社

会教育講座を実施する。 
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■委託家庭教育学級 

  全３９回、参加者計１，９３６人 

■委託家庭教育講座 

  全９回、参加者計３７５人 

＜社会教育講座＞ 

「外国にルーツをもつ子どものことば

と子育て」講座（全３回 参加者１９人

東山社会教育館）など計５講座（全１４

回、参加者計１３３人）を実施した。 

講座の参加者は減少した。 

 社会教育講座では、１講座を除いて

定員を上回る応募があり、講座開始後

も参加者の口コミで参加申し込みがあ

った。ワークショップやグループワー

クを取り入れた講座は、意見や体験を

分かち合えたことで大変好評を得た。 

 社会教育委員の会議で社会教育講座

として取り組むべき内容と指摘された

「委託家庭教育学級・講座で取り上げ

ないテーマ」については、「外国にル

ーツをもつ子どもの家庭教育」をテー

マとして取り上げることができた。 

 

 

４－４ 図書館サービスの充実 

4-4-1 子ども読書活動の充実 

読書を通じて子どもが豊かな感性を身につけられるよう、各図書館でのおはなし会の実施、保健所、保健センターで保

護者向けに絵本の読み聞かせについてのアドバイス等、学校訪問、団体貸出など学校の読書活動の支援を引続き行う。 

また、国の「第四次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」や東京都の動向を踏まえて、「目黒区子ども読書

活動推進のための方針」の見直しの準備をする。 

連番号 

50 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

おはなし会ボランティアに対し、ワーク

ショップを実施することにより、各人のス

キルアップを図り、おはなし会の内容の充

実化を図った。 

＜おはなし会＞ 

■各図書館開催おはなし会 

幼児向けおはなし会  ４８２回 

赤ちゃん向けおはなし会 ８８回  

合計５７０回 

  参加者５，４９５人 

■各小学校への出張おはなし会 

  ５回開催 

＜小中学校への団体貸出＞ 

■登録団体 ７４１団体 

■貸出数 

定期団体貸出 ２１，０７０点 

調べ学習参考資料 ５，１３８点  

合計２６，２０８点 

＜小中学校等の図書館訪問＞ 

２０回 

＜はじめての本とのふれあいタイム＞ 

■育児学級時保護者向けの本の読み聞か

せのアドバイス及び実演 

  計１１回 １２５組参加 

■目黒区保健所、碑文谷保健センターでの

リーフレット等の乳児の保護者への配布  

１，０９３組 

＜ボランティアの育成＞ 

区立図書館を主な活動場所とするボラ

ンティアのための読み聞かせ講座（全４

回）を開催し延べ７９人が参加した。 

＜子ども読書活動推進の方針の見直し＞ 

「目黒区子ども読書活動推進のための

おおむね計画通り各事業を実施する

ことができた。 

乳児向けパンフレット「親子で楽し

む絵本」の配布については、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による育児学

級参加人数の減少及び開催回数が減っ

たことなどにより、目標値に達しなか

った。 

読み聞かせボランティアのスキルア

ップを図り、新規メンバーを募集する

などボランティアグループの充実とメ

ンバーの育成を継続して図っていくこ

とが必要である。 

 

引き続き、読書を通じて子どもが豊

かな感性を身につけられるよう、また、

子どもが本と出会う機会の提供を図る

とともに、学校の読書活動の支援を行

う。 

赤ちゃん向けおはなし会が未実施と

なっている館については、実施方法な

どの検討を進める。 

国の計画及び都が今後改定する「東

京都子供読書活動推進計画」を踏まえ、

「目黒区子ども読書活動推進のための

方針」の見直しの検討を継続して行っ

ていく。 
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方針」について、国の第四次計画（平成

３０年度改定）を踏まえ見直しの検討を

行うとともに都や他自治体の動向を注視

した。 

4-4-2 図書館資料の充実 

図書館が知・文化の拠点となるため、資料収集に当たっての重点テーマを定めるとともに、ふるさと納税指定寄付金を

活用し、図書館資料の充実を図る。 

連番号 

51 

令和元年度の取組状況 点検・評価結果 Ｂ 今後の方向性等 継続 

図書館資料費の増額分を活用して約

４,７００冊の図書館資料を購入した。 

児童向けの図書や学校への団体貸し出し

資料の充実を図り、子ども読書推進活動

や学習活動支援を進めることができた。 

 また、近隣の横浜や川崎地域地図やオ

リンピック関連資料、日本文学関連資料

などを新たに購入し、区民のニーズに応

じた資料提供を行うことができた。 

 小・中学校の教員や図書館支援員、

読み聞かせボランティアなどの意見等

を参考に選書を行なった。 

目黒区世論調査でも、図書館に期待

するサービスのうち図書館資料の充実

が最も高い割合となっており、継続的

に図書館資料の充実を図って行く必要

がある。 

今後も引き続き区民の期待に沿った

図書館資料の充実に努める。 

 

  



36 

第４ 点検・評価に関する学識経験者からの意見 

小野 ヒサ子（元東京都公立小学校校長） 

 

令和２年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和元年度分）に

ついて、報告文書を基に、各課より実行状況、評価理由、今後の方向性などを伺い、事務事業全般が目標に向

けて、おおむね計画通りに成果を上げられており、その取り組みを高く評価したい。 

唯一、中学校統合問題は厳しい評価となったが、学校・保護者・地域と結果を共有し、状況変化があっても

目的遂行実現の可能性を探りながら、教育モデルの開発、学力・体力アップにおける手段や方法、付加価値の

ついた指導を志向する統合方針の改定が望まれる。 

次に、チーム教育委員会の機能を発揮され一層の充実を期待したい３点について述べる。 

１ 学校・家庭・地域の連携と協働の強化を 

一斉休校により困難な家庭にある子どものケアなど「子どもたちの居場所」が問題となり、学校・地域・保

護者とのネットワークの在り方や社会生活における学校の役割も鮮明となった。 

今後、小学校における「ランドセルひろばの拡充」は社会の機能や教育と経済活動を支えるため必要な制度

であり社会資源となる。学校は学ぶ所だが、保護者にとっては安心して預けられる子どもの居場所となる「福

祉的な価値」も忘れてはならない。 

本区では、いじめ防止対策など子どもの権利が尊重され、子育てを支えるための情報共有がなされており、

部活動外部指導員、ゲストティーチャー、青少年リーダー育成、家庭教育学級、こども１１０番の家など、地

域やＰＴＡの方々に多大な貢献を頂いている。 

学校の周りに地域があるのではなく地域の中に学校がある。８年前から休止となっている学校運営協議会だ

が、地域・保護者・学校それぞれが主体的に関わり「経営や運営に参画する」「支援を直接行う」など、社会

に開かれた教育課程の実現へ向け、三者が有機的に関連し協働する目黒区ならではの「コミュニティの在り方」

を構想されたい。 

２ リアルとデジタルの融合した教育環境整備を 

区独自の調査実施による個別データ、最新の学習指導方法の工夫・改善等の指導資料、食育を含む、様々な

健康に関する取り組みなど大変充実しているが、これらを生かすべく、午前５時間制・単位時間４０分とする

カリキュラム・マネジメント実施校と各校それぞれの実態に即した「主体的・対話的で深い学び」の視点から

の授業改善へ有効な働きかけが求められる。 

学力向上、個別指導には学習指導員、日本語指導員、特別支援教育・ＩＣＴ・観察実験・学校図書館・小１

学級支援員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクール・サポート・スタッフ、健康ト

レーナーなど専門人材のフォロー体制は心強く、教育委員会の手厚い支援を評価したい。 

遠隔授業による学力格差が話題となったが「ネット環境」ではなく「自立して学び続ける力」の格差の表出

と受け止められる。学び自体は時間と場所を問わない。しかしプリントを送るだけで学習は成立し難い。学習

の進め方、指示の出し方、評価の在り方など、教師側のソフト面の設計がなされなければハード面が拡充され

ても生かされない。本区ではＩＣＴ教育推進計画・セキュリティ対策が着実に進められており、本年度は「学

びに混乱の生じないハード整備と指導方法の一体的検討が行われるとのこと」大いに期待したい。 

３ 教員の資質・能力の育成と働き方改革の両立を 

学校の存続意義を担う教員の資質・能力向上へ各校の研究方法・成果（授業録画含）の共有、教員が在校の

まま自分のペースで受講できる通信型 eラーニングシステムとセンター等での集合型研修を組み合わせたブレ

ンド型研修、特別支援教育の視点をもつ教員の育成、ＩＴ技術習熟過程における授業実践力養成等、工夫され

ており、教員自らが職能成長をより実感できる積極的な指導・助言をお願いしたい。 

教員には学びを保障するため、日々子どものケア・心と体は大丈夫かの確認方法も含めた対応が求められる

が、この社会生活の構造に「教員の働き方」の過重負担の要因があるのではないか。留守番電話設置、休業期

間中の休日確保など配慮されているが教員自身の仕事の見直しには困難を伴う。保護者、地域の理解・協力を

得ながらテクノロジーへの置き換え、優先順位付け、取捨選択など「子どもと触れあう時間」を視点に整理し、

従来通りだが外せないことの一つ一つを見直し、絞り込み、明確化していく、その途上にある学校に寄り添い、

形骸化しない具体的な施策の検討を願っている。 
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柳瀬 泰（玉川大学教師教育リサーチセンター教授） 

 

令和２年度目黒区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（令和元年度分）に

ついて、事前に提出された関連資料と事務局各課長のヒアリングを踏まえて、以下に意見を述べる。 

はじめに、社会構造が複雑化し、それらの変化が急速化する現在において、目黒区教育委員会（以下、教育

委員会）では、未来を担う子どもたちが主体的に学び続ける資質・能力の育成を目指し、めぐろ学校教育プラ

ンの中期的な施策を踏まえて、４つの重点課題の解決に向けた５１の施策を具体的に示し、その成果を着実に

上げている。ともすると総花的になりがちな教育施策だが、年度ごとに課題の精選化・重点化を図り、優先順

位を明らかにして積極果敢に解決に臨む教育委員会の姿勢に敬意を表したい。 

次に、実施策の中から今後一層の充実を期待したい点について意見を述べる。 

１ 重点課題１【１－１ 学力向上・個別指導の充実】に関連した事項 

【１－１－１ 区独自の学力調査の実施・活用】では、小学校第２学年から中学校第３学年まで継続的に学

力調査を実施し、その結果の分析に基づく不断の授業改善により、「めぐろの教育」は高いレベルで維持・発

展している。引き続き、新学習指導要領対応型の学力調査の研究を行い、目指す学力の適切な評価を進めて頂

きたい。特に今年度は、コロナ禍で全国学力調査が中止となり、区独自の学力調査の重要性は際立っている。

調査の結果に基づいて授業時数不足を補う効率的・効果的な学習指導が工夫され、目黒区の子どもたちの学力

が確実に保障されることを期待したい。 

また、【１－１－３ カリキュラム・マネジメントの推進】は、「午前５時間・４０分授業」という具体を

通して、わが国の学校と教師に求められる総合的な教育活動の在り方を、教育課程の視点から構造的に検討す

る取り組みであり、授業時数と学習内容が大幅増となった新学習指導要領のねらいを達成するための鍵となる

施策とも捉えることができる。子どもの学びと生活の質を重視した日課の工夫、週時程の工夫及び年間計画の

工夫が、二期制の枠組みの中で整理され、目黒区の実態に応じた特色ある教育課程の編成が実現されることを

期待したい。 

２ 重点課題２【２－７ 学校における働き方改革の推進】に関連した事項 

 教育委員会では「チーム学校」という概念を早い段階から導入しており、その施策は学習指導に特化した学

習指導支援員の配置から始まり、その後も、学校に求められる多様な機能に応じた多方面の人材支援が順次適

切に進められてきた。この人材支援策は「教員の働き方改革」につながる条件整備として高く評価できる。そ

の上で、こうした種々の取り組みが確実に効果を上げるための学校における人的マネジメントの実態を研究し、

教員が教育活動に専念できる体制の整備を進めて頂きたい。 

なお、「オンライン授業」の期待が広く高まる中、教育委員会としては、遠隔授業（オンライン授業）の基

準性を明らかにし、自宅勤務における教材作成や自宅からの教材配信なども含めてその注意事項等を明確化し

ていくことが「教員の働き方改革」を進める一歩となると考える。 

３ 重点課題３【３－１ 家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と安全対策の確保】に関す

る事項 

目黒区においては、すでに全校の体育館空調設備設置が行われて、これによって、児童・生徒の熱中症対策

のみならず災害時の区民の地域避難所としての機能が格段に向上した。このことと関連して、災害時における

「共助」の観点から、中学生・中学校卒業生の行動・存在は重要な役割を担うであろう。しかしながら、【３

－１－１生活安全教育の推進】では、平成３１年度に「普通救命講習」を実施した中学校はわずか「１校」で

ある。これはほとんどの中学校の実施計画が「３月」に計画されていたことから新型コロナウイルス感染症の

影響による結果と推測されるが、「明日起こるかもしれない危機」に備えて「中学生」の普通救命講習の実施

は重要であり、実施時期及び実施学年について検討を図ることが望ましいと考える。 

おわりに、新学習指導要領の完全実施直前となる重要な時期に、新型コロナウイルス感染症対策として全国

一斉休校の事態となり、教育課程の中でも特に重要といえる年度末の３月、そして新年度の４月・５月の教育

課程の大半が未実施となった。この間の授業時数や学習内容等の保障については真摯にその検証を行い、令和

２年度の重点課題に反映してその対応が行われることに期待したい。 
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平成３１年度 教育行政運営方針 

 

第１ 策定の趣旨 

本方針は、教育を取り巻く状況の変化を踏まえ、「豊かな人間性をはぐくむ、文化の香り高いま 

ち」目黒の教育を実現するため、目黒区教育委員会の教育目標及び基本方針に即しながら、平成

３１年度の重点課題に取り組む際の基本姿勢や施策の方向性を示すものである。 

また、国や都の動向を踏まえ的確かつ柔軟な対応に努めるとともに、区の実施計画及び平成３１

年度行財政運営基本方針等との整合を図りつつ、目黒区教育に関する大綱を踏まえ、めぐろ学校

教育プランをはじめとした教育委員会で定める各種計画に掲げる事業を重点化し、推進することを

主眼とするものである。 

 

第２ 教育行政運営の基本姿勢 

１ 学校・保護者・地域・関係機関等との連携・協力 

未来を担う子どもたちの健やかな成長のために、学校・保護者・地域・関係機関等のそれぞれ

の役割に応じた連携・協力関係を推進し、教育活動の一層の充実を図る。 

２ 創意工夫を凝らした教育行政の展開 

活力ある教育行政を推進するため、施策の立案と実施に当たっては、中長期的視点に立ちな

がら、積極的に創意工夫に努める。 

３ 区民への積極的な情報の発信 

事業の実施に当たっては、保護者や地域をはじめ区民に対して、適時・適切に情報発信を行

い、説明責任を果たしながら、理解・協力を得ていく。 

４ 効果的・効率的な施策の推進 

計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Act）のマネジメント・サイクルにより各施策を効

果的・効率的に推進する。 

 

第３ 教育を取り巻く社会情勢 

少子高齢化の進行による就学・就業構造の変化、技術革新とグローバル化の進展に伴う産業構

造や社会の変化は加速度を増し、将来を見通すことが複雑で予測困難となってきている。また、家

庭や地域の状況に目を向ければ、世帯構成や家庭環境の変化、地域におけるつながりの希薄化

などにより、家庭教育を行う上での課題も指摘されている。未来を担う子どもたちには、予測できな

い変化に受け身で対処するのではなく、主体的に向き合って関わり合い、多様な他者と協働しなが

ら新たな価値を創造する力をはぐくむことが求められている。 

国においては、第３期教育振興基本計画を策定し、２０３０年以降の社会を展望した教育政策の

重点事項や今後の教育政策に関する基本的な方針等を示した。また、「障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律」の施行を踏まえ、障害のある子どもが合理的配慮の提供を受けながら、

適切な指導や必要な支援を受けることへの高い要請がある。 

このような中、学校教育においては、新学習指導要領等を確実に実施し、社会に開かれた教育

課程を介してその目標を社会と共有し、子どもたちが未来社会を切り拓くための資質や能力を

育成することが求められている。その実現には、教職員が子どもと向き合う時間的・精神的な余

裕を確保していくことが重要である。学校における働き方改革も含めた取り組むべき課題に適切

資 料 
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に対応するとともに、子どもたちの安全・安心の確保、学習を支える基盤整備や学校施設の

環境整備にも計画的に取り組んでいく必要がある。 

生涯学習においては、人生１００年時代を見据え、多様化する人々の価値観に対応した学習

機会の提供や学習環境の整備が求められている。区民一人ひとりが生き生きと主体的に学び・学 

び合える学習社会、そして、学習活動の成果や経験を地域社会に生かしていくことができる「地域

に学び、地域に生かす」学習社会を目指す必要がある。 

 

第４ 重点課題と施策の方向性 

教育を取り巻く社会変化や現状・課題を踏まえ、平成３１年度に積極的に取り組むべき事項とし

て４つの重点課題を設定し、課題の解決に向けた施策の方向を示し、取組を進めていく。 

 
 

【重点課題１】 子どもの「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 

○ 変化の激しい社会の中で、未来を担う子どもたちが自立して生きていくため、「確かな学力」、

「豊かな心」、「健やかな体」など「生きる力」を身に付けさせるとともに、自ら課題を見つけ、自ら学

び、自ら問題を解決する資質や能力をはぐくむために、教育の質の向上に向けた、より一層の取

組が求められている。 

○ 新学習指導要領の全面実施に向けて、主体的・対話的で深い学びを実現するため、指導内容

や指導方法の工夫・改善が求められている。 

○ 情報化やグローバル化の進展の中で、時代に即した ICT 教育や国際社会を生きるうえで重要

となる英語によるコミュニケーション能力の育成に向けて取り組む必要がある。 

○ 昨今の深刻な児童虐待をはじめ、いじめ・体罰、不登校など子どもの人権問題は社会全体で取

り組むべき重要な課題であり、学校現場においても適切に対応していく必要がある。 

○ 「いじめ防止対策推進条例」の施行３年目を迎え、学校や保護者、地域、関係機関等との連携・

協力の下に、いじめの防止等（いじめの未然防止、いじめの早期発見、いじめへの対処）の対策

を一層進める必要がある。 

○ 体力の低下や食物アレルギー疾患の増加など、児童・生徒が抱える健康課題も多様化してい

る。基礎的な体力や生活・運動習慣を子どもたちに身に付けさせるなど、健康の保持・増進につ

いて取り組む必要がある。 

○ 「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」を幼児・児童・生徒の心身の調和的な発達を

図るための機会と捉えるとともに、オリンピック・パラリンピックの果たす役割を正しく理解させ、多

様な価値観を持つ人々と協力・協働しながら課題を解決する力を育て、豊かな国際感覚をもった

幼児・児童・生徒をはぐくむ必要がある。 

 

１ 学力の向上・個別指導の充実 

児童・生徒一人ひとりが、「学ぶことの喜び」、「学ぶことの楽しさ」を実感できる、新学習指導

要領で示された「主体的・対話的で深い学びの実現」に向け、区独自の学力調査を活用して 

児童・生徒の実態を把握し、指導内容や指導方法の工夫・改善に取り組む。 

また、区独自の学習指導講師や学習指導員等を活用し、個に応じた学習指導の充実を図

る。 
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２ 外国語活動・外国語教育の充実 

小学校から中学校の連携した外国語教育に向けて、「目黒区外国語教育モデルカリキュラ 

ム」に基づく授業を実践するとともに、外国語指導員（ＡＬＴ）を活用した英語によるコミュニケー

ション能力の向上を図る。さらに、中学校においては、夏季休業中に、英語によるコミュニケー

ションの機会を充実させて、英語学習への意欲を高める。また、小学校から系統的に推進して

きた英語教育について、生徒の英語への関心・意欲・態度や英語 4 技能（聞く・読む・話す・書 

く）の状況を把握し、指導内容の工夫や生徒の学習の振り返りにつなげる。 

３ ICＴ機器を活用した指導の充実 

情報や情報手段を主体的に選択し活用していくために必要な情報活用能力や急速に進化

する ICT などの技術を使いこなす科学的素養を育んでいくことが重要であることから、習得・活

用・探究という学習過程の中で、ICT を効果的に活用した指導を行うとともに、プログラミング教

育の円滑な導入に取り組む。 

４ 人権教育・道徳教育の充実 

差別や偏見、いじめをなくすために、児童・生徒が人権についての正しい知識と態度を身に

付けられるよう、教員の人権意識の更なる向上を図る。さらに、教育活動全体を通した幼児・児

童・生徒の発達段階に即した人権教育の実践に取り組むとともに、目黒区人権教育推進校 

（仮称）を活用した研修内容の充実を図る。 

また、小学校は平成３０年度、中学校は平成３１年度から実施する「特別の教科 道徳」は、

「考え、議論する」授業により児童・生徒の道徳性の涵養に一層努める。 

5 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

学校は児童虐待防止法に基づき、虐待防止に向けた対策を確実に実施する必要があること

から、「児童虐待防止マニュアル」を踏まえた児童虐待の早期発見・早期対応を推進する。 

また、一人ひとりの教職員が児童虐待への適切な対応が行えるよう、研修の充実を図るととも

に、関係機関との連携を強化する。 

6 いじめの防止等の取組の推進 

いじめはどこでも、誰にでも起こりうる問題であるが、同時に重大な人権侵害であるという認

識のもと、「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方針」に基づき、いじめ

を許さない強い姿勢で、いじめの防止等の対策を総合的・効果的に推進する。 

各学校では「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの状況把握を的確に行い、校内

の取組体制を充実し、より一層の組織的な対応を図る。 

7 不登校等への対応の取組の推進 

学業の不振による不登校の未然防止のための学習支援を実施する。また、不登校等の児

童・生徒に対しては、学習支援教室「めぐろエミール」への通級に向けた支援を行う。 

さらに、全校（園）に派遣しているスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを効 

果的に活用し、学校における教育相談機能の充実を図る。 

8 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 

狂言、邦楽、茶華道等の体験的な学習プログラムなどの日本固有の伝統・文化に触れる活

動を通して、伝統や文化に対する理解を深め、豊かな人間性と国際社会における日本人とし

ての自覚をはぐくむ。 

また、児童・生徒が外国人と積極的に交流し、国や文化の違いなど国際理解を深め、共に
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生きる態度をはぐくむ。 

9 体験学習の実施 

自然や地域の特性を生かした活動内容を充実させ、自然や生命を尊重する心や他人への

思いやりのある心をはぐくむとともに、自立の精神、社会性・協調性や規範意識を醸成する教

育活動を推進する。 

10 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 

児童・生徒が生涯にわたって心身ともに健康・安全で活力ある生活を営むことができるよう、

東京都児童・生徒の体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テスト）の結果

等を踏まえ、「めぐろ子どもスポーツ健康手帳」等の活用を通して、児童・生徒の体力向上や生

活・運動習慣の改善に向けた取組を進める。 

11 食育の推進 

「学校における食育指針」に基づき、食に関する知識と望ましい食習慣を身に付けるため 

の指導を実践する。 

学校給食においては、特別給食の回数を増やし、食を通した国際理解と日本の食文化の

伝承を図る。また、食物アレルギーに関する教職員の研修や緊急時に備えた訓練の実施など

学校における安全対策の徹底に引き続き取り組む。 

１2 オリンピック・パラリンピック教育の推進 

全都的な取り組みも踏まえ、スポーツによる心身の調和的発達、オリンピック・パラリンピック

の役割の理解、障害者理解の促進、ボランティア活動や伝統・文化に関する教育、国際理解

教育などを進め、オリンピック・パラリンピック教育を推進する。 

 

【重点課題２】 学校の教育活動を支える条件整備の充実 

○ 少子高齢化や高度情報社会の到来、グローバル化の進展など社会情勢の急速な変化を背景

に一層複雑化、多様化する諸課題に対応するため、また、新学習指導要領の趣旨を踏まえて

児童・生徒の資質・能力を育成するため、新たな学びを展開できる実践的な指導力を発揮する

教員が求められている。 

○ 「特別支援教育推進計画（第三次）」（平成２７～３１年度）に掲げる施策を総合的に推進し、共

生社会の実現に向けて、全ての学びの場における特別支援教育を充実することが求められて

いる。 

○ 校種間の連携・交流を更に強化するため、各中学校区の小・中連携教育のあり方の検討や幼

児教育から小学校教育への円滑な移行に資する幼・小連携を図ることが重要である。 

○ 地域人材や学校施設を活用し、放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確

保について、関係所管と連携しながら充実を図る必要がある。 

○ 中学生にとって学校生活の魅力の一つである部活動は、生徒同士や教員・指導者との人間的

なふれあい、社会性の育成など生徒の成長に大きな役割を果たしている。区立中学校の魅力

づくりと活力ある部活動の実現に向けて、担当する教員の負担軽減を図りながら、生徒や保護

者の希望にそった持続可能な運営体制を構築する必要がある。 

○ 新学習指導要領等の確実な実施に向けては、教員が授業や授業準備等に集中し、教育の質

を高められる環境を構築することが必要である。「学校における働き方改革」の実現に向けて、

学校・教職員が担う業務の役割分担・業務の適正化の取組を進める必要がある。 
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１ 教員の資質・能力の育成 

  「教員は学校で育つ」ものであることを踏まえ、ＯＪＴを通じて日常的に学び合う校内研修の

充実や、自ら課題をもって自律的、主体的に行う研修に対する支援のための方策を講じる。こ

れにより、教員一人ひとりが教育課題に対する理解と認識を深め、授業力や指導力、対応力な

どの資質・能力を高める。また、特別支援教育の視点をもった指導・支援ができる教員を育成

する。 

2 特別支援教育の推進 

小学校就学前からの教育相談としての小学校就学前ガイダンス、小・中学校の知的障害特

別支援学級から特別支援学校高等部への一貫した教育課程の研究事業に基づいた指導・支

援、小・中学校のつながりをもった特別支援教室事業における指導など、系統性、一貫性のあ

る指導・支援を実施する。また、通常の学級において学習面・生活面で支援を必要とする児

童・生徒及び医療的ケアを必要とする児童・生徒に対して、一人ひとりの教育的ニーズを的確

に把握した上で適切な指導を行うとともに、支援の充実を図る。 

3 小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の強化 

中１ギャップ等の課題解消や児童・生徒一人ひとりの能力を引き出し高めるために、「小・中

連携子ども育成プラン」に基づき、小学校と中学校間の指導方法や指導内容に一貫性を持た

せ、９年間を見通した系統的・継続的な教育活動を推進する。 

また、子どもの学びの連続性を意識し、小学校就学前施設と小学校が連携した活動を進め

るなど円滑な接続を図る。 

4 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 

子どもたちが健やかに成長できるよう、学校・家庭・地域の連携・協力を得て、地域の方など

の外部人材を活用した教育活動を推進する。 

5 部活動の充実 

部活動をさらに活力あるものにするため、部活動指導員・外部指導員の確保と活用を図る。

さらに、「目黒区立学校に係る部活動の方針」に基づき、適切な活動時間や休養日を設定する

とともに、生徒自らの適性や興味・関心をより深く追求する指導を充実する。 

６ 学校施設の活用による放課後事業の充実 

児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、学校や地

域と協力し、地域の人材や学校施設の活用による放課後事業の充実を図る。さらに、目黒区 

版放課後子ども総合プランの実施に合わせて、新たな放課後の子どもの居場所づくりを進め、

実施可能な小学校から順次実施していく。 

７ 学校における働き方改革の推進 

教職員一人ひとりが勤務時間を意識した働き方を進めるとともに、業務の適正化、副校長・

教員の負担軽減を図る取組を推進する。 

 

【重点課題３】 子どもの安全・安心の確保と学校環境の整備 

○ 児童・生徒が登下校中の事故や事件などに巻き込まれないよう、児童・生徒の安全確保のた

めに、学校と家庭・地域がより一層、協力する必要がある。 

○ 台風やゲリラ豪雨、首都直下型地震などの自然災害に備え、子どもが自ら主体的に行動がで

きるよう、防災教育の充実に引き続き取り組む必要がある。 



43 

○ 児童・生徒の情報活用能力の育成、各教科等指導でのＩＣＴ活用の促進、校務のＩＣＴ化によ 

る教員の業務負担軽減と教育の質の向上を図るため、学校のＩＣＴ環境を整備する必要がある。 

○ 区有施設の約４割を占める学校施設は、全小・中学校３１校のうち、今後１０年間で２４校が築

後６０年を迎えるなど老朽化しており、区有施設見直し計画を踏まえた改築・改修、長寿命化の

対策に取り組む必要がある。 

○ 児童・生徒が安全で快適な環境で充実した学校生活を送れるよう、トイレの洋式化など計画的

に生活環境の改善を進めていく必要がある。また、近年の夏の暑さは非常に厳しく、学校施設

内及び災害時には地域避難所にもなる体育館の熱中症対策、給食室内の環境改善にも取り

組む必要がある。 

○ 区立中学校の適正規模・適正配置に向けて、南部・西部地区の第七・第八・第九・第十一中

学校の統合に取り組む必要がある。 

 

１ 家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と安全体制の確保 

保護者・地域を含めた交通安全教室や「こども１１０番の家」事業の実施など、地域ぐるみの

安全対策を推進するとともに、緊急時に保護者等への連絡を円滑に行うため、学校緊急情報

連絡システムの効果的な運用を図る。 

また、NPO 法人と連携し、小学校新１年生を対象とした犯罪被害から自らの身を守るための

安全教育に取り組む。 

2 防災教育の推進 

児童・生徒の防災・減災への関心・意識を高め、自分で考え行動できる力を身に付け、災害

時等の状況に応じた的確な判断や行動ができる能力・態度の育成に引き続き取り組む。 

3 校舎の改築等の推進 

学校施設の計画的な更新に向けて、区長部局と連携しながら改築や長寿命化対策等の検

討を進める。 

4 学習・生活環境の改善 

安全で快適な環境で児童・生徒が充実した学校生活を送れるよう、施設の改修などの整備

を行い学習・生活環境の向上を図る。さらに、近年の猛暑への対応として、冷水機の増設、体

育館及び給食室への空調設備の設置を促進する。 

5 学校の ICT 環境整備 

学校のＩＣＴ環境を計画的に整備しハードウエアの充実を図り、時代に即した基盤整備を進

める。さらに、本区の教育の情報化推進に向けた方針の策定に取り組む。 

6 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 

南部・西部地区の区立中学校の統合に向けて、統合の対象となっている４校（第七・第 

八・第九・第十一中学校）を２校程度とするため、具体的な統合実施策をとりまとめ、統合方針

を改定する。 

 

【重点課題４】 生涯学習の推進 

○ 生涯学習への高度化・多様化する区民の意識や意欲に応えるために、生涯学習情報の発信

の工夫、学習・交流機会の充実など、多角的な支援が必要である。また、地域コミュニティの活

性化につながるよう、生涯学習活動で得た知識や経験を地域で生かせる場や機会を提供して
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いくことが求められている。 

○ 少子高齢化や核家族化の進行、情報化の進展等に伴い、異年齢との交流や自然体験活動 

などの機会の減少のほか、情報通信機器の発達等に伴う生活環境への影響が懸念されている

中で、学校・家庭・地域と行政がより一層連携・協力しながら青少年の健全育成を進めていく必

要がある。 

○ 保護者が、安心して子育てや教育を行い、子どもに対しての「学びの基礎」を築くことができる

よう、家庭教育の自主性を尊重しながら、子どもの生活習慣の習得や自立心をはぐくむ学習機

会を提供することが必要である。 

○ 「目黒区立図書館基本方針」に基づき、知・文化の拠点として、図書館サービスを展開する必

要がある。 

 

１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 

区内及び近隣地域の教育機関の専門性を生かした生涯学習講座の実施など、区民の関心

や意欲に応える生涯学習事業に取り組むとともに、だれもが、いつでも、どこでも講座や団体 

等の情報を得られるように、様々な媒体を使った情報提供をさらに充実していく。 

「地域に学び、地域に生かす」ことの意義を広めるためのフォーラムを開催し、生涯学習をさ

らに振興する。 

２ 青少年健全育成事業の実施 

青少年が地域社会を担う一員となるよう、自立性と社会性を身に付けるための体験機会や 

情報リテラシー教育等の学習機会の提供を進める。 

また、青少年の健全育成を担う団体の主体性を尊重しながら、場の提供や指導者の派遣等

の支援を行う。 

3 家庭教育の支援 

子どもの生活習慣の習得や自立心の育成など、すべての教育の出発点である家庭教育が

保護者の自覚と責任によって行われるよう、家庭教育講座などを今後も引き続き行っていくとと

もに、さまざまな機会・資源を活用し、より幅広く積極的な支援を進める。 

４ 図書館サービスの充実 

よりよい図書館サービスを目指して、「目黒区立図書館基本方針」に基づき、「知・文化の拠

点」として年度ごとに重点テーマを定め図書館資料を充実させるとともに、「子どもたちを本の 

世界にいざなう」ための子ども読書活動をさらに進める。 

 

第５ 実施策の策定 

重点課題に対応した事業を着実に推進するため、実施策を別紙のとおり策定し、「豊かな人間性

をはぐくむ、文化の香り高いまち」の実現を目指す。 
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平成３１年度教育行政運営方針実施策 

 

重点課題１ 子どもの「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 

番号 項  目 所管課 

1－1 学力の向上・個別指導の充実 

1－1－1 

 

 

区独自の学力調査の実施・活用 

児童・生徒の学力向上のため、区独自の学力調査を実施し、学

力の定着状況を把握・分析する。また、各学校では学力調査結果を

もとに学習集団を意識した授業づくりに向け、区作成の授業改善の

手引書を用いて「授業改善プラン」を作成し、指導方法の工夫・改

善を図る。 

教育指導課 

 

1－1－2 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

学校教育における質の高い学びを実現し、子どもたちにこれから

の時代に必要となる資質・能力をはぐくむため、「主体的・対話的で

深い学び」の視点に基づく授業改善に向けた教員への研修を実施

する。 

教育指導課 

1－1－3 

 

カリキュラム・マネジメントの推進 

学校の教育目標の実現に向けて、教育課程（カリキュラム）の編

成・実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを確立し、計画的・組織的に

推進する。小学校については、午前５時間制の実施校を段階的に

拡大していくなど、学校における学びや生活の質を高めるためのカ

リキュラム・マネジメントの工夫・改善を図る。 

教育指導課 

1－２ 外国語活動・外国語教育の充実 

1－2―1 イングリッシュ・デイ・キャンプ、イングリッシュキャンプの実施 

中学校の生徒に対して、英語によるコミュニケーション能力、英

語・異文化理解に対する興味・関心の向上を図るよう、夏季休業中

に、体験型英語学習施設「TOKYO GLOBAL GATEWAY」を活用し

たイングリッシュ・デイ・キャンプを実施する。 

大鳥中学校は、イングリッシュキャンプを実施する。 

教育指導課 

1－2－2 英語４技能検定の実施 

英語教育の推進状況を把握し、指導内容の工夫や生徒の学習

の振り返りに活用するため、中学校第２学年を対象にした英語４技

能テスト（聞く・読む・話す・書く）を実施して、生徒の英語能力の伸

長状況を検証する。 

教育指導課 

１－３ ＩＣＴ機器を活用した指導の充実 

1－3 プログラミング教育の導入 

論理的な思考をはくぐむためのプログラミング教育を、全小学校

第５学年で実施するとともに、平成３０年度に試行実施した小学校４

校の第６学年で試行実施する。 

また、ICT支援員を小・中学校へ引き続き派遣する。特に、情報

モラル教育及びプログラミング教育の実施にあたり、小学校への派

遣を重点的に行い教員の授業への活用能力の向上を図る。 

教育指導課 

別  紙 
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1－４ 人権教育・道徳教育の充実 

1－4―1 教員の人権意識の啓発 

教員が人権尊重の理念を十分理解するとともに、いじめの防止や

体罰の根絶、障害者理解などの様々な人権課題について、教員の

人権意識を高めるための「人権教育研修」（ｅラーニングを含む）を

実施し、児童・生徒に正しい人権感覚を身に付けさせる指導ができ

る人材の育成を図る。 

教育指導課 

1－4－2 人権教育推進校事業の実施 

学校（園）において、人権尊重の理念を定着させ、あらゆる偏見

や差別の解消を目指すとともに人権教育の質的向上を図るため、

目黒区人権教育推進校（仮称）による実践等を進める。 

教育指導課 

1－4－3 「特別の教科 道徳」の実施 

問題解決的な学習や体験的な学習を取り入れるなど指導方法を

工夫し、「考える道徳」「議論する道徳」の授業を実践する。 

教育指導課 

1－５ 児童虐待の早期発見・早期対応の推進 

1－5 児童虐待の早期発見・早期対応の徹底に向けた取組の強化 

「児童虐待防止マニュアル」に基づく対応を全教職員に徹底する

とともに、学校と子ども家庭支援センター等との情報連携の強化を

図る。 

また、教職員の児童虐待防止への意識を高め、児童虐待防止に

関する各学校の取組の徹底に向けた研修の充実を図る。 

教育指導課 

1－6 いじめの防止等の取組の推進 

1－6－1 いじめの防止等の取組の充実 

「目黒区いじめ防止対策推進条例」「目黒区いじめ防止基本方

針」に基づき設置した組織を活用して関係機関と連携しながら、いじ

めの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見、いじめへの対処）

の対策を効果的に推進していくための取組を一層充実させる。 

また、各学校で作成した「学校いじめ防止基本方針」に沿って、

計画的、組織的にいじめの状況把握を行い、保護者と連携を図りな

がら、いじめの早期発見・早期解決に努めるとともに、関係機関の職

員や専門家により組織する学校サポートチームを活用するなどし

て、いじめの防止等の取組体制の一層の強化を図る。 

教育指導課 

1－6－2 「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」の実施 

いじめや不登校の未然防止、解消のため、「よりよい学校生活と

友達づくりのためのアンケート」の実施校区を２中学校区から４中学

校区に拡大して実施し、一人ひとりの様子や学級の状態を把握す

る。アンケート結果をもとに、各学校で指導方針を立て、豊かな人間

関係のある学級づくりを進める。 

教育指導課 

1－7 不登校等への対応の取組の推進 

1－7－1 不登校等の児童・生徒のための学習支援 

学力の定着を図り、学業の不振による不登校の未然防止を図る

ため、ｅラーニングによる学習支援事業を全中学校で実施する。 

また、不登校等の児童・生徒一人ひとりの実態に応じた学習支援

を行い学習意欲の醸成を図るため、学習支援教室「めぐろエミー

ル」への通級に向けた支援を実施する。 

教育支援課 
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1－7－2 教育相談体制の充実 

不登校の未然防止、児童・生徒の健全育成推進のため、スクー

ルカウンセラーを全校（園）へ派遣する。 

また、スクールソーシャルワーカーを増員して３名体制とし、３中学

校区ごとに１名配置することにより、関係機関との連携の一層の強化

を図り、児童・生徒の不登校等の課題解決に向けて学校や保護者

等への支援にあたる。 

教育支援課 

1－8 伝統と文化に関する教育の推進、国際理解教育の推進 

1－8 日本文化の体験事業の実施 

伝統芸能保持者（狂言）を派遣して行うワークショップや、和楽器

（琴・三味線・尺八・和太鼓等）を使った体験的な邦楽教育プログラ

ム、茶道及び華道の体験教室を実施し、伝統や文化に対する理解

を深め、豊かな人間性と国際社会における日本人としての自覚をは

ぐくむ。 

教育指導課 

 

1－9 体験学習の実施 

1－9 自然宿泊体験教室事業の実施 

自然や生命を尊重する心や他人への思いやりのある心を育てる

ため、安全面を留意しつつ、自然や地域の特性を生かした活動内

容の一層の充実を図り、子どもたちの自立性、社会性の向上に努め

る。新たに、小学校第 6 学年（2 校）の自然宿泊体験教室を金沢市

で実施する。 

学校運営課 

 

１－10 体力向上に向けた取組の推進、健康教育の推進 

1－10－1 スポーツ健康手帳・リーフレットの活用 

「めぐろ子どもスポーツ健康手帳」（全児童対象）及び「健康の保

持増進・体力向上のために」リーフレット（全生徒対象）を活用した健

康の保持増進や体力の向上など健康教育を推進する。さらに、内

容改定に向けて「改定版めぐろ子どもスポーツ健康手帳（仮称）」

（全幼児・児童・生徒対象）を幼稚園・こども園及び小・中学校各1校

（園）において試行実施する。 

教育指導課 

 

 

 

 

1-10-2  健康課題改善に向けた事業の実施 

学校健康トレーナー（６人）を全小学校へ定期的に派遣するととも

に、健康課題（肥満・体力不足等）をもつ児童を対象に「めぐろ元気

あっぷ教室」を開催し、課題の改善に取り組む。 

また、学校健康トレーナーによる健康相談、食育推進指導員（管

理栄養士）による栄養相談、小児生活習慣病専門医による講演・相

談事業等を行う。 

学校運営課 

１－11 食育の推進 

1－11－1 食育の取組の充実 

「学校における食育指針」に基づき、食育の推進を図るとともに、

指針に基づく食育実践事例集として平成２７年度に発行した学校給

食レシピ本の販売を促進し、家庭や地域が食に関する認識を深め、

学校と連携した食育の推進に資するよう努める。 

また、オリンピック･パラリンピック教育の観点を踏まえ、世界の料理

や日本の郷土料理など食文化の伝承を図るため、小・中学校で実施

している特別給食に係る食材費の支給（公費負担）を年５回分から年

７回分に拡充する。 

学校運営課 
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1－11－2 安全・安心な学校給食の提供 

食物アレルギーをもつ児童・生徒への安全な学校給食の提供に

取り組むとともに、アレルギー症状を発症した場合には適切かつ迅

速に対応できるように、対応マニュアルの周知徹底や緊急時に備え

た訓練をはじめ実践的な研修の実施を徹底する。 

学校運営課 

 

 

 

1－12 オリンピック・パラリンピック教育の推進 

1－12 オリンピック・パラリンピック教育の推進 

幼児・児童・生徒がスポーツにより心身の調和的発達を遂げ、オリ

ンピック・パラリンピックの歴史・意義や国際親善、障害者理解の促

進、ボランティア活動など、その果たす役割を正しく理解し、我が国

と世界の国々の歴史・文化・習慣などを学び、間接的・直接的に交

流することを通して国際理解を深めるよう、年間３５時間程度を目安

に全校（園）でオリンピック・パラリンピック教育を推進する。 

幼児・児童・生徒が安心・安全にオリンピック・パラリンピック競技

を観戦することができるよう、検討委員会を設置し、観戦に向けた取

組や環境整備を進める。 

教育指導課 
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重点課題２ 学校の教育活動を支える条件整備の充実 

番号 項  目 所管課 

2－１ 教員の資質・能力の育成 

2－1－1 学校を拠点とした教員人材育成の実施 

新学習指導要領の全面実施に向けて、今日的な目黒区の教育

課題及び目黒区教員人材育成基本方針を踏まえ、研修の在り方

の改善を通して、目黒区立学校における教育の充実を図る。 

教員が学校を離れる時間を最小限にするよう、ｅラーニングシス

テムと集合型研修を組み合わせたブレンド型研修を実施する。 

教育指導課 

 

2－1－2 特別支援教育の視点をもつ教員の育成 

全ての教員が特別支援教育の視点をもち、児童・生徒一人ひと

りの課題に応じた指導が行えるように、特別支援学級の担任や特

別支援教室の巡回指導教員、通常の学級の教員を対象とする特

別支援教育研修や講演を実施するとともに、平成３０年度に作成し

た教員向けの合理的配慮事例集を更新する。 

教育支援課 

 

2－2 特別支援教育の推進 

2－2－1 特別支援学級における指導の充実 

知的障害のある児童・生徒の自立と社会参加を目指し、知的障

害特別支援学級から特別支援学校高等部までの一貫した教育課

程の研究事業を小・中学校各１校で実施する。 

教育支援課 

2－2－2 特別支援教室における指導の実施 

全小・中学校の特別支援教室において、発達障害等の児童・生

徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導を実施する。 

教育支援課 

2－2－3 特別支援教育支援員の配置による支援の充実 

通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童・生徒への

生活面や学習面への支援を行うため、特別支援教育支援員の配

置時間を拡充する。 

教育支援課 

 

2－2－4 医療的ケア実施のための看護師の配置 

医療的ケアを必要とする児童・生徒の増加に対応し、学校への

看護師の配置を拡充する。 

教育支援課 

 

2－2－5 小学校就学前ガイダンスの実施 

医療・教育・心理の専門家が幼稚園、こども園、保育園等を訪問

し、教職員や保護者からの相談を受け助言する小学校就学前ガイ

ダンスを実施し、早期からの支援や円滑な就学先の選択に結びつ

ける。 

教育支援課 

2－３ 小学校就学前施設・小学校・中学校間の連携・交流の強化 

2－3－1 小学校・中学校間の連携・交流の強化 

児童・生徒の生きる力をはぐくむため、「小・中連携子ども育成プ

ラン」に基づき、小・中学校が連携した教育活動を進める。 

教育指導課 

2－3－2 幼稚園、こども園、保育園等と小学校との円滑な接続 

５歳児が円滑に小学校生活や学習へ適応できるよう工夫された

「アプローチカリキュラム」、新１年生が小学校生活に慣れることが

できるよう弾力的に編成された「スタートカリキュラム」を実施し、幼

児教育から小学校教育への円滑な接続を図る。 

また、公私立の小学校就学前施設と小学校の合同研修会や幼

児と児童の交流など連携した活動を進める。 

教育指導課 
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2－４ 地域の人材や資源を生かした教育活動の推進 

2－4 ゲストティーチャーの活用 

各学校（園）で学習のねらいに応じて専門的な知識技能をもつ

地域の方などの外部人材をゲストティーチャーとして活用し、魅力

ある教育活動の推進を図る。 

教育指導課 

 

2－5 部活動の充実 

2－5 部活動支援の充実 

活力ある部活動の実現に向け、校長による管理・監督の下で教

育課程と関連させながら、生徒が自らの適性や興味・関心を伸ば

すための指導を充実するため、部活動指導員・外部指導員等を確

保するとともに、大学等教育関係機関の専門家等によるコーチング

やスポーツメンタル等の研修等を年２回実施し、資質や指導技術

の向上を図る。 

学校運営課 

2－6 学校施設の活用による放課後事業の充実 

2－6 放課後事業の充実 

放課後や休日等における子どもの安全・安心な居場所の確保の

ため、全小学校で実施している「ランドセルひろば」のより効果的、

効率的な実施に努めるとともに、「子ども教室」の実施小学校区の

拡大及び教室内容の充実を図る。また、放課後子ども総合プラン

によるランドセルひろばの拡充について、放課後子ども対策課と協

力・連携していく。 

生涯学習課 

 

2－７ 学校における働き方改革の推進 

2－7－1 教育活動停止日の試行実施 

夏季及び冬季休業期間中の教育活動停止日を試行実施し、年

次有給休暇の取得を促進する。さらに、日直を置かない教育活動

停止日の実施を検討する。 

教育指導課 

2－7－2 留守番電話装置の設置 

勤務時間外の電話対応の負担軽減のため、緊急時の対応や設

定時間等の運用方法の検討を行い、全校（園）に留守番電話装置

を設置する。 

学校運営課 

2－7－3 学校を支える人員体制の確保 

教員や副校長の業務負担軽減のため、東京都の補助事業を活

用した副校長事務補助員や国庫補助を活用したスクール・サポー

ト・スタッフの配置校を拡充する。 

教育指導課 
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重点課題３ 子どもの安全・安心の確保と学校環境の整備 

番号 項  目 所管課 

３－１ 家庭・地域の協力による安全対策、生活安全教育の推進と安全体制の確保 

3－1－1 生活安全教育の推進 

児童・生徒の安全への意識の向上に向け、保護者・地域の協力

による地域安全マップの作成（小学校）を行うとともに、交通安全教

室や教職員及び中学生を対象とした普通救命講習会を実施する

などのほか、ＮＰＯ法人と連携して小１防犯教育プログラムを実施

し、生活安全対策の充実を図る。 

また、「こども１１０番の家」については、引き続き学校、PTA 等と

の連携・協力を進めるとともに、協力家庭の増加を図る。 

教育政策課 

教育指導課 

生涯学習課 

3－1－2 めぐろ子ども見守りメール（学校緊急情報連絡システム）の運用 

子どもの安全に関する緊急情報を送信する「めぐろ子ども見守り

メール（学校緊急情報連絡システム）」について、学校からの連絡

などの利用も含め、保護者にとって有用な活用を図り、児童・生徒

の安全・安心を確保する。 

教育政策課 

３－２ 防災教育の推進 

3－2 防災教育の推進 

自ら主体的に行動ができる能力をはぐくむため、学校防災マニ

ュアルに基づく実践的な避難訓練を実施する。また、「防災ノート」

を活用したり、地域の防災訓練と連携したりするなど防災教育を引

き続き実施する。 

教育指導課 

 

３－３ 校舎の改築等の推進 

3－3 学校施設の長寿命化対策 

学校施設の長寿命化計画策定（平成３２年度予定）に向けて、

平成３０・３１年度に小・中学校の構造体耐久性調査を実施する。 

また、学校施設の更新は、文部科学省の長寿命化対策を踏まえ

るとともに、区有施設見直し計画との整合を図りながら検討する。 

学校施設計画課 

 

３－４ 学習・生活環境の改善 

3－4－1 学校校舎等整備 

安全で快適な施設の中で、児童・生徒が安心して学校生活を送

れるよう、トイレの環境改善（八雲小・菅刈小・大岡山小・駒場小、

不動小・東根小・中根小・第一中）や校庭の整備（鷹番小・大鳥中）

等の施設整備を行う。 

学校施設計画課 

3－4－2 熱中症の予防対策 

学校施設内での熱中症を予防するため、全中学校に冷水機を

増設するとともに、災害時には地域避難所にもなる学校の体育館

への空調設備の設置及び調理中に高温となる給食室に簡易エア

コンを設置する。 

学校施設計画課 

３－５ 学校の ICT環境整備 

3－5－1 学校のＩＣＴ環境整備 

教育用ＩＣＴ機器の更新時に、小・中学校の全普通教室に電子

黒板機能付きプロジェクターを設置（小学校６校、中学校３校）す

る。 

学校ＩＣＴ課 
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3－5－2 教育情報セキュリティポリシー等の策定 

教育情報セキュリティポリシーを策定するとともに、情報教育や

教科指導におけるＩＣＴ機器の活用、校務処理の効率化を通して、

教育の更なる向上を図る教育の情報化を推進するため、教育の情

報化推進計画を策定する。 

学校ＩＣＴ課 

３－6 区立中学校の適正規模の確保と適正配置の推進 

3－6 南部・西部地区の区立中学校の統合に向けた取組 

統合の対象となっている南部・西部地区の中学校４校（第七・第

八・第九・第十一中）を２校程度に統合するため、具体的な統合実

施策を取りまとめ統合方針を改定する。また、保護者等へ積極的

な情報発信を行う。 

学校統合推進課 

 

 

重点課題４ 生涯学習の推進 

番号 項  目 所管課 

４－１ 生き生きと学び合える生涯学習事業の推進 

4－1－1 大学等教育機関の専門性を生かした事業の実施 

現在実施している区内及び近隣教育機関との連携・協力を進

め、ニーズに沿った企画を実施するとともに、新たな教育機関との

連携を検討し、区民の生涯学習の機会拡大を図る。 

生涯学習課 

4－1－2 生涯学習フォーラムの開催 

生涯学習振興のためフォーラムを開催し、生涯学習活動をして

いる人、始めたい人の相互交流や情報交換等の機会を充実させる。 

生涯学習課 

 

４－２ 青少年健全育成事業の実施 

4－2 青少年の健全育成を支援する事業の実施 

青少年を対象として、自然体験や生活・文化体験の機会を提供

する。また、少年団体の育成と地域の青少年リーダーの育成を図る

ための支援事業を実施する。 

生涯学習課 

４－３ 家庭教育の支援 

4－3 家庭の教育力向上に向けた学習機会等の提供 

家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭教育学級や家庭教育講

座などによる学習機会の提供を行い、子どもの生活習慣の習得や

自立心の育成に向けて、より効果的な支援に向けた検討を進める。 

生涯学習課 

４－４ 図書館サービスの充実 

4－4－1 子ども読書活動の充実 

読書を通じて子どもが豊かな感性を身につけられるよう、各図書

館でのおはなし会の実施、保健所、保健センターで保護者向けに

絵本の読み聞かせについてのアドバイス等、学校訪問、団体貸出

など学校の読書活動の支援を引続き行う。 

また、国の「第四次子どもの読書活動の推進に関する基本的な

計画」や東京都の動向を踏まえて、「目黒区子ども読書活動推進の

ための方針」の見直しの準備をする。 

八雲中央図書館 

4－4－2 図書館資料の充実 

図書館が知・文化の拠点となるため、資料収集に当たっての重

点テーマを定めるとともに、ふるさと納税指定寄付金を活用し、図書

館資料の充実を図る。 

八雲中央図書館 
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